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1. 概要

本資料は，津波防護施設である防波壁に設置する漂流物対策工の耐震性について，Ⅵ-

2-l-9「機能維持の基本方針」に設定している構造強度及び機能維持の設計方針に基づき，

防波壁に設置する漂流物対策工が基準地震動Ｓｓに対して十分な構造強度を有している

ことを確認するものである。また，漂流物対策工の強度計算について，Ⅵ-3-別添 3-1「津

波への配慮が必要な施設の強度計算の基本方針」に示すとおり，漂流物対策工の構造健全

性を保持することを確認するものである。 

漂流物対策工に要求される機能の維持を確認するにあたっては，地震応答解析又は津波

荷重及び漂流物衝突荷重に基づく構造部材の健全性評価を行う。 

2.1.8－1
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2. 基本方針

2.1 位置 

漂流物対策工の設置範囲を図 2.1－1 に示す。 

図 2.1－1 漂流物対策工の設置範囲 

輪 谷 湾

Ｎ

凡例
漂流物対策工
防波壁

輪 谷 湾

防波壁通路防波扉

2.1.8－2
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2.2 構造概要 

漂流物対策工の配置図を図 2.2－1 に示す。防波壁（多重鋼管杭式擁壁）に設置され

る漂流物対策工の構造概要図を図 2.2－2 に，防波壁（逆Ｔ擁壁）に設置される漂流物

対策工の構造概要図を図 2.2－3 及び図 2.2－4 に，防波壁（波返重力擁壁）に設置され

る漂流物対策工の構造概要図を図 2.2－5 及び図 2.2－6 に示す。 

漂流物対策工は，厚さ 50cm の鉄筋コンクリート版で構成される構造とし，アンカー

ボルトにより防波壁に支持される構造（以下「漂流物対策工（鉄筋コンクリート版）」

という。）を基本とする。 

防波壁（波返重力擁壁）のうちケーソンの前壁背面がコンクリートで充填されていな

いケーソンについて，ケーソンの前面に漂流物対策工（鉄筋コンクリート版）を設置す

る。 

防波壁（逆Ｔ擁壁）に設置される漂流物対策工のうち，グラウンドアンカを設置して

いる範囲は鋼材及びアンカーボルトにより構成する構造（以下「漂流物対策工（鋼材）」

という。）とし，グラウンドアンカの保守管理時に取り外しが可能な構造とする。 

 

 

図 2.2－1 漂流物対策工の配置図 

  

輪 谷 湾

Ｎ

凡例
漂流物対策工
防波壁

輪 谷 湾

波返重力擁壁
（岩盤部）

波返重力擁壁
（岩盤部）

逆Ｔ擁壁

多重鋼管杭
式擁壁

波返重力擁壁
（改良地盤部）

防波壁通路防波扉

2.1.8－3
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（平面図） 

     

（正面図） 

 

（標準断面図） 

 

図 2.2－2(1) 防波壁（多重鋼管杭式擁壁）における 

漂流物対策工（鉄筋コンクリート版）の構造概要 

 

  

2.1.8－4
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（概略配筋図（正面図）） 

 

 

（概略配筋図（断面図）） 

 

図 2.2－2(2) 防波壁（多重鋼管杭式擁壁）における 

漂流物対策工（鉄筋コンクリート版）の構造概要 

 

  

2.1.8－5
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（アンカーボルト配置図（正面図））

（アンカーボルト配置図（断面図））

図 2.2－2(3) 防波壁（多重鋼管杭式擁壁）における 

漂流物対策工（鉄筋コンクリート版）の構造概要 

2.1.8－6
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（平面図） 

 

（正面図） 

 

（標準断面図） 

図 2.2－3(1) 防波壁（逆Ｔ擁壁）における 

漂流物対策工（鉄筋コンクリート版）の構造概要  

2.1.8－7
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（概略配筋図（正面図）） 

 

 

（概略配筋図（断面図）） 

 

図 2.2－3(2) 防波壁（逆Ｔ擁壁）における 

漂流物対策工（鉄筋コンクリート版）の構造概要 

  

2.1.8－8
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（アンカーボルト配置図（正面図））

（アンカーボルト配置図（断面図））

図 2.2－3(3) 防波壁（逆Ｔ擁壁）における 

漂流物対策工（鉄筋コンクリート版）の構造概要 

2.1.8－9
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（平面図） 

 

 

（断面図） 

 

図 2.2－4 防波壁（逆Ｔ擁壁）における漂流物対策工（鋼材）の構造概要 

2.1.8－10
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（正面図） 

 

 

（標準断面図） 

 

図 2.2－5(1) 防波壁（波返重力擁壁）における 

漂流物対策工（鉄筋コンクリート版）の構造概要 

  

2.1.8－11
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（概略配筋図（正面図）） 

 

 

（概略配筋図（断面図）） 

 

図 2.2－5(2) 防波壁（波返重力擁壁）における 

漂流物対策工（鉄筋コンクリート版）の構造概要 

 

2.1.8－12

721



 

 

 

   

（アンカーボルト配置図（正面図）） 

 

 

（アンカーボルト配置図（断面図）） 

 

図 2.2－5(3) 防波壁（波返重力擁壁）における 

漂流物対策工（鉄筋コンクリート版）の構造概要 

2.1.8－13
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（正面図） 

 

（標準断面図） 

図 2.2－6(1) 防波壁（波返重力擁壁）ケーソンにおける 

漂流物対策工（鉄筋コンクリート版）の構造概要 

2.1.8－14
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（概略配筋図（正面図）） 

 

（概略配筋図（断面図）） 

図 2.2－6(2) 防波壁（波返重力擁壁）ケーソンにおける 

漂流物対策工（鉄筋コンクリート版）の構造概要 

2.1.8－15
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（アンカーボルト配置図（正面図）） 

 

（アンカーボルト配置図（断面図）） 

図 2.2－6(3) 防波壁（波返重力擁壁）ケーソンにおける 

漂流物対策工（鉄筋コンクリート版）の構造概要  

2.1.8－16
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2.3 評価方針 

漂流物対策工は，津波防護施設である防波壁に設置し，漂流物衝突荷重を分散して防

波壁に伝達し，防波壁の局所的な損傷を防止する機能，又は漂流物をグラウンドアンカ

に衝突させない機能を有することから，Ｓクラス施設である津波防護施設に分類される。 

漂流物対策工の各部位の役割及び性能目標を表 2.3－1 及び表 2.3－2 に示す。 

漂流物対策工の耐震評価は，表 2.3－3 に示すとおり，防波壁の地震応答解析結果に

基づき，地震時の慣性力により漂流物対策工が防波壁から分離しないことを確認する。 

漂流物対策工の強度計算は，表 2.3－4 に示すとおり，津波時及び重畳時の荷重に対

して，漂流物対策工を構成する鉄筋コンクリート版がせん断破壊又は鋼材が破断しない

ことを確認する。 

漂流物対策工の耐震評価フローを図 2.3－1 に，強度計算フローを図 2.3－2 に示す。 

 

表 2.3－1 漂流物対策工の各部位の役割 

 部位の名称 地震時の役割 津波時の役割 

施
設 

鉄筋コンクリート版 

・役割に期待しない（防波壁

の解析モデルに重量とし

て考慮し，防波壁への影

響を考慮する）。 

・漂流物衝突荷重を分散し

て防波壁に伝達する。 

・漂流物衝突荷重による防

波壁の局所的な損傷を防

止する。 

鋼材 

・役割に期待しない（防波壁

の解析モデルに重量とし

て考慮し，防波壁への影

響を考慮する）。 

・漂流物をグラウンドアン

カに衝突させない。 

アンカーボルト 

・鉄筋コンクリート版を支

持する。 

・鋼材を固定する。 

・鉄筋コンクリート版を支

持する。 

・鋼材を固定する。 

 

  

2.1.8－17
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表 2.3－2 漂流物対策工の各部位の性能目標 

部位 

性能目標 

耐震性 耐津波性 

施
設 

鉄筋コンクリート版 － 

漂流物衝突荷重を分散して

防波壁に伝達するために，

鉄筋コンクリート版がせん

断破壊しないこと。 

鋼材 － 

漂流物衝突荷重をグラウン

ドアンカに伝達させないた

めに，鋼材が破断しないこ

と。 

アンカーボルト 

鉄筋コンクリート版及び鋼

材が防波壁から分離しない

ために，アンカーボルトが

おおむね弾性状態にとどま

ること。 

鉄筋コンクリート版及び鋼

材が防波壁から分離しない

ために，アンカーボルトが

おおむね弾性状態にとどま

ること。 

 

表 2.3－3 漂流物対策工の評価項目（耐震評価） 

評価方針 部位 評価方法 許容限界 

構造強度

を有する

こと 

鋼材 

発生する応力（曲げ・軸

力及びせん断力）が許容

限界以下であることを

確認 

短期許容応力度 

アンカーボルト 

発生する応力（引張力及

びせん断力）が許容限界

以下であことを確認 

短期許容応力度 
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表 2.3－4 漂流物対策工の評価項目（強度計算） 

評価方針 部位 評価方法 許容限界 

構造強度

を有する

こと 

鉄筋コンクリート

版 

発生する応力（押抜きせ

ん断力）が許容限界以下

であことを確認 

短期許容応力度＊ 

鋼材 

発生する応力（曲げ・軸

力及びせん断力）が許容

限界以下であることを

確認 

短期許容応力度＊ 

アンカーボルト 

発生する応力（引張力及

びせん断力）が許容限界

以下であことを確認 

短期許容応力度 

注記＊：短期許容応力度を上回る応力が発生した場合，性能目標を満足するために適切 

な許容限界を設定する。 

  

2.1.8－19
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図 2.3－1 漂流物対策工の耐震評価フロー 

 

 

図 2.3－2 漂流物対策工の強度計算フロー 

 

  

評価対象部位の設定

荷重及び荷重の組合せの設定

荷重の算定

許容限界の設定

評価方法の設定

評価条件の設定

耐震評価

耐震評価結果の確認

Ⅵ-2-10-2-2-1
「防波壁（波返重力擁壁）の地震応答計算書」

Ⅵ-2-10-2-2-2
「防波壁（逆Ｔ擁壁）の地震応答計算書」
Ⅵ-2-10-2-2-3
「防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の地震応答計算書」

評価対象部位の設定

荷重及び荷重の組合せの設定

荷重の算定

許容限界の設定

評価方法の設定

評価条件の設定

強度計算

強度計算結果の確認

Ⅵ-2-10-2-2-1
「防波壁（波返重力擁壁）の地震応答計算書」

Ⅵ-2-10-2-2-3
「防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の地震応答計算書」
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2.4 適用規格・基準等 

適用する規格・基準等を以下に示す。 

・コンクリート標準示方書[構造性能照査編](土木学会，2002 年制定） 

・道路橋示方書（Ⅰ共通編・Ⅳ下部構造編）･同解説（（社）日本道路協会，平成 14

年 3 月） 

・防波堤の耐津波設計ガイドライン（国土交通省港湾局，平成 27 年 12 月） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1987 (日本電気協会） 

・松江市建築基準法施行細則（平成 17 年 3 月 31 日，松江市規則第 234 号） 

・各種合成構造設計指針・同解説（日本建築学会，2010 年） 

・港湾の施設の技術上の基準・同解説（（社）日本港湾協会，H19 年版）） 

・港湾構造物設計事例集（沿岸技術研究センタ－，平成 19 年 3 月） 

 

表 2.4－1 適用する規格，基準類 

項目 適用する規格，基準類 備考 

仕様材料 

及び材料定数 

コンクリート標準示方書[構造性能照査

編](土木学会，2002 年制定） 

道路橋示方書（I 共通編・Ⅳ下部構造編）･

同解説（日本道路協会，平成 14 年 3 月） 

－ 

荷重及び荷重の 

組合せ 

コンクリート標準示方書[構造性能照査

編](土木学会，2002 年制定） 

永久荷重＋偶発荷重＋従

たる変動荷重の適切な組

合せを検討 

許容

限界 

鉄筋コンク

リート版 

コンクリート標準示方書[構造性能照査

編](土木学会，2002 年制定） 

押抜きせん断照査は，発生

応力度が，短期許容応力度

以下であることを確認 

鋼材 
道路橋示方書（I 共通編・Ⅳ下部構造編）･

同解説（日本道路協会，平成 14 年 3 月） 

曲げ・軸力照査及びせん断

力照査は，発生応力度が，

短期許容応力度以下であ

ることを確認 

アンカー 

ボルト 

各種合成構造設計指針・同解説（日本建

築学会，2010 年） 

引張力照査及びせん断力

照査は，発生引張力又は発

生せん断力が，許容引き抜

き力又は許容せん断力以

下であることを確認 

地震応答解析 

原子力発電所耐震設計技術指針ＪＥＡＧ

４６０１-1987(日本電気協会） 

有限要素法による二次元

モデルを用いた時刻歴非

線形解析 

港湾の施設の技術上の基準・同解説（（社）

日本港湾協会，H19 年版） 

港湾構造物設計事例集（沿岸技術研究セ

ンター，平成 19 年 3 月） 

ジョイント要素の物性値

の設定 
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2.5 記号の説明 

漂流物対策工の耐震評価及び強度計算に用いる記号を表 2.5－1～表 2.5－6 にそれ

ぞれ示す。 

 

表 2.5－1 漂流物対策工（鉄筋コンクリート版，鋼材）の荷重の計算に用いる記号 

（耐震計算） 

記号 単位 定義 

Ｇ kN 固定荷重 

Ｓs kN 基準地震動Ｓs による地震荷重 

Ｐｓｓ kN 慣性力 

Ｗｓ kN 重量 

Ｐｓｓｈ kN 水平慣性力 

Ｋｓｈ － 基準地震動Ｓs による水平方向震度 

Ｐｓｓｖ kN 鉛直慣性力 

Ｋｓｖ － 基準地震動Ｓs による鉛直方向震度 

Ｐｓｄｗ kN 動水圧の合力 

ρ t/m3 海水の密度 

ｇ  m/s2 重力加速度 

Ｈｓ m 水深 

Ｐｓｈ kN 静水圧 
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表 2.5－2 漂流物対策工（鉄筋コンクリート版，鋼材）の荷重の計算に用いる記号 

（強度計算） 

記号 単位 定義 

Ｇ kN 固定荷重 

Ｐｔ kN 浸水津波荷重 

Ｐｃ kN 漂流物衝突荷重 

Ｐｋ kN 風荷重 

Ｋｓｄ kN 余震荷重 

Ｐｄｈ kN 静水圧 

ρ ｔ/m3 海水の密度 

ｇ  m/s2 重力加速度 

Ｈｄ m 水深 
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表 2.5－3 漂流物対策工（鉄筋コンクリート版）の耐震計算に用いる記号 

記号 単位 定義 

Ｗｓ１ kN 慣性力による荷重（漂流物対策工①）重量 

Ｋｓｈ１ － 慣性力による荷重（漂流物対策工①）水平震度 

Ｐｓｓｈ1 kN 慣性力による荷重（漂流物対策工①）水平慣性力 

Ｋｓｖ１ － 慣性力による荷重（漂流物対策工①）鉛直震度 

Ｐｓｓｖ1 kN 慣性力による荷重（漂流物対策工①）鉛直慣性力 

Ｗｓ４ kN 慣性力による荷重（漂流物対策工④）重量 

Ｋｓｈ４ － 慣性力による荷重（漂流物対策工④）水平震度 

Ｐｓｓｈ４ kN 慣性力による荷重（漂流物対策工④）水平慣性力 

Ｋｓｖ４ － 慣性力による荷重（漂流物対策工④）鉛直震度 

Ｐｓｓｖ４ kN 慣性力による荷重（漂流物対策工④）鉛直慣性力 

Ｗｓ５ kN 慣性力による荷重（漂流物対策工⑤）重量 

Ｋｓｈ５ － 慣性力による荷重（漂流物対策工⑤）水平震度 

Ｐｓｓｈ５ kN 慣性力による荷重（漂流物対策工⑤）水平慣性力 

Ｋｓｖ５ － 慣性力による荷重（漂流物対策工⑤）鉛直震度 

Ｐｓｓｖ５ kN 慣性力による荷重（漂流物対策工⑤）鉛直慣性力 

Ｗｓ６ kN 慣性力による荷重（漂流物対策工⑥）重量 

Ｋｓｈ６ － 慣性力による荷重（漂流物対策工⑥）水平震度 

Ｐｓｓｈ６ kN 慣性力による荷重（漂流物対策工⑥）水平慣性力 

Ｋｓｖ６ － 慣性力による荷重（漂流物対策工⑥）鉛直震度 

Ｐｓｓｖ６ kN 慣性力による荷重（漂流物対策工⑥）鉛直慣性力 

Ｗｓ８ kN 慣性力による荷重（漂流物対策工⑧）重量 

Ｋｓｈ８ － 慣性力による荷重（漂流物対策工⑧）水平震度 

Ｐｓｓｈ８ kN 慣性力による荷重（漂流物対策工⑧）水平慣性力 

Ｋｓｖ８ － 慣性力による荷重（漂流物対策工⑧）鉛直震度 

Ｐｓｓｖ８ kN 慣性力による荷重（漂流物対策工⑧）鉛直慣性力 

ｐｓｃ kN/本 アンカーボルト１本に作用する引張力 

Ｐｓｃ kN アンカーボルトに作用する引張力 

ｎｓｃ 本 漂流物対策工を支持するアンカーボルトの本数 

ｑｓｃ kN/本 アンカーボルト１本に作用するせん断力 

Ｑｓｃ kN アンカーボルトに作用するせん断力 
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表 2.5－4 漂流物対策工（鋼材）の耐震計算に用いる記号 

記号 単位 定義 

σｓｋｂ N/mm2 鋼材に作用する曲げ応力度 

Ｍｓｋ kN･m ３次元構造解析における発生曲げモーメント 

Ｚｓｋ mm3 鋼材の断面係数 

τｓｋ N/mm2 鋼材に作用するせん断応力度 

Ｑｓｋ kN ３次元構造解析における発生せん断力 

Ａｓｋ mm2 鋼材の断面積 

σｓｋｂ１ N/mm2 鋼板に作用する最大曲げ応力度 

Ｍｓｋ1 kN･m 鋼板に作用する最大発生曲げモーメント 

Ｚｓｋ1 mm3 鋼板の断面係数 

σｓｋｂ２ N/mm2 補強鋼材に作用する最大発生曲げ応力度 

Ｍｓｋ2 kN･m 補強鋼材に作用する最大発生曲げモーメント 

Ｚｓｋ2 mm3 補強鋼材の断面係数 

τｓｋｂ１ N/mm2 鋼板に作用するせん断応力度 

Ｑｓｋ1 kN 鋼板に作用する最大せん断力 

Ａｓｋ1 mm2 鋼板の断面積 

τｓｋ２ N/mm2 補強鋼材に作用するせん断応力度 

Ｑｓｋ2 kN 補強鋼材に作用する最大せん断力 

Ａｓｋ2 mm2 補強鋼材の断面積 

Ｔｓｋ1 kN アンカーボルトに作用する最大引張力 

Ｓｓｋ1 kN アンカーボルトに作用する最大せん断力 

 

表 2.5－5 漂流物対策工（鉄筋コンクリート版）の強度計算に用いる記号 

記号 単位 定義 

τｐ kN/mm2 鉄筋コンクリート版に作用する押抜きせん断力 

Ｐｄｃ kN 鉄筋コンクリート版に作用する荷重 

Ｕｐ ｍ 設計断面の周長（載荷面からｄ/２離れた位置） 

ｄ ｍ 鉄筋コンクリート版の有効高さ 
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表 2.5－6 漂流物対策工（鋼材）の強度計算に用いる記号 

記号 単位 定義 

σｄｋｂ N/mm2 鋼材に作用する曲げ応力度 

Ｍｄｋ kN･m ３次元構造解析における発生曲げモーメント 

Ｚｄｋ mm3 鋼材の断面係数 

τｄｋ N/mm2 鋼材に作用するせん断応力度 

Ｑｄｋ kN ３次元構造解析における発生せん断力 

Ａｄｋ mm2 鋼材の断面積 

σｄｋｂ１ N/mm2 鋼板に作用する最大曲げ応力度 

Ｍｄｋ１ kN･m 鋼板に作用する最大発生曲げモーメント 

Ｚｄｋ１ mm3 鋼板の断面係数 

σｄｋｂ２ N/mm2 補強鋼材に作用する最大発生曲げ応力度 

Ｍｄｋ２ kN･m 補強鋼材に作用する最大発生曲げモーメント 

Ｚｄｋ２ mm3 補強鋼材の断面係数 

τｄｋｂ１ N/mm2 鋼板に作用するせん断応力度 

Ｑｄｋ１ kN 鋼板に作用する最大せん断力 

Ａｄｋ１ mm3 鋼板の断面積 

τｄｋｂ２ N/mm2 補強鋼材に作用するせん断応力度 

Ｑｄｋ２ kN 補強鋼材に作用する最大せん断力 

Ａｄｋ２ mm2 補強鋼材の断面積 

Ｓｄｋ２ kN アンカーボルトに作用する最大せん断力 

Ｔｄｋ２ kN アンカーボルトに作用する最大引張力 
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3. 評価対象部位 

漂流物対策工は，「2.2 構造概要」に設定している構造を踏まえて，地震時荷重，津波

時荷重又は重畳時荷重の作用方向及び伝達過程を考慮し設定する。 

漂流物対策工（鉄筋コンクリート版）の評価対象部位は，鉄筋コンクリート版及びアン

カーボルトとする。また，漂流物対策工（鋼材）の評価対象部位は，鋼材及びアンカーボ

ルトとする。 

評価対象部位を図 3－1 及び図 3－2 に示す。 

 

 

図 3－1 漂流物対策工（鉄筋コンクリート版）の評価対象部位 

 

 

図 3－2 漂流物対策工（鋼材）の評価対象部位  

防波壁
（波返重力擁壁）

アンカーボルト
漂流物対策工
（鉄筋コンクリート版）

防波壁
（逆Ｔ擁壁）

アンカーボルト

漂流物対策工
（鉄筋コンクリート版）

漂流物対策工
（鋼材）

アンカーボルト

グラウンドアンカ
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4. 耐震評価 

4.1 耐震評価方法 

漂流物対策工の耐震評価は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定している荷重

及び荷重の組合せ並びに許容限界を踏まえて，「3.評価対象部位」にて設定する評価対

象部位に作用する応力等が「4.3 許容限界」にて示す許容限界以下であることを確認す

る。 

漂流物対策工の構造的特徴を踏まえ，漂流物対策工の構造区分を表 4.1－1 に，漂流

物対策工の構造区分の配置図を図 4.1－1 に，各構造区分の構造概要図を図 4.1－2 に示

す。 

 

表 4.1－1 漂流物対策工の構造区分 

 

 

 

  

厚さ 高さ 径
標準本数

（幅1mあたり）

漂流物対策工① 鉄筋コンクリート版 防波壁（多重鋼管杭式擁壁） 50cm
6.6m

（EL 15.0m～EL 8.4m）
D16 11本

漂流物対策工② 鉄筋コンクリート版 防波壁（多重鋼管杭式擁壁） 50cm
12.8m

（EL 15.0m～EL 2.2m）
D16 23本

漂流物対策工③ 鉄筋コンクリート版 防波壁（逆Ｔ擁壁）竪壁 50cm
4.5m

（EL 15.0m～EL 10.5m）
D16 7本

漂流物対策工④ 鉄筋コンクリート版 防波壁（逆Ｔ擁壁）フーチング 50cm
－

（EL 10.0m）
D16 6本

漂流物対策工⑤ 鉄筋コンクリート版 防波壁（逆Ｔ擁壁）フーチング側壁 50cm
2.0m

（EL 10.0m～EL 8.0m）
D16 3本

漂流物対策工⑥ 鉄筋コンクリート版 防波壁（波返重力擁壁）重力擁壁 50cm
6.5m

（EL 15.0m～EL 8.5m）
D19 9本

漂流物対策工⑦ 鉄筋コンクリート版 防波壁（波返重力擁壁）重力擁壁 50cm
8.5m

（EL 15.0m～EL 6.5m）
D19 12本

漂流物対策工⑧ 鉄筋コンクリート版 防波壁（波返重力擁壁）ケーソン 50cm 14.0m＊

（EL 2.0m～EL-12.0m）
D19 17本

漂流物対策工⑨ 鋼材
防波壁（逆Ｔ擁壁）フーチング
（グラウンドアンカ設置箇所）

－ － M16 －

注記＊：ケーソンに設置する漂流物対策工のうち最大寸法を記載

名称 種別 設置箇所
鉄筋コンクリート版 アンカーボルト
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図 4.1－1 漂流物対策工の構造区分の配置図 
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図 4.1－2(1) 漂流物対策工①の構造概要図 

 

 

図 4.1－2(2) 漂流物対策工②の構造概要図 
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図 4.1－2(3) 漂流物対策工③～⑤の構造概要図 

 

 

図 4.1－2(4) 漂流物対策工⑥の構造概要図 
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図 4.1－2(5) 漂流物対策工⑦の構造概要図 
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図 4.1－2(6) 漂流物対策工⑧の構造概要図 
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図 4.1－2(7) 漂流物対策工⑨の構造概要図 
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耐震評価を実施する漂流物対策工の構造区分を表 4.1－2 のとおり示す。漂流物対策

工の構造的特徴及び設置される防波壁の地震時応答の観点から，耐震評価を実施する漂

流物対策工の構造区分の選定することとし，詳細については参考資料１に示す。 

 

表 4.1－2 耐震評価を実施する漂流物対策工の構造区分 

 

 

  

厚さ 高さ 径
標準本数

（幅1mあたり）

漂流物対策工① 鉄筋コンクリート版 防波壁（多重鋼管杭式擁壁） 50cm
6.6m

（EL 15.0m～EL 8.4m）
D16 11本 ○

漂流物対策工② 鉄筋コンクリート版 防波壁（多重鋼管杭式擁壁） 50cm
12.8m

（EL 15.0m～EL 2.2m）
D16 23本

漂流物対策工③ 鉄筋コンクリート版 防波壁（逆Ｔ擁壁）竪壁 50cm
4.5m

（EL 15.0m～EL 10.5m）
D16 7本

漂流物対策工④ 鉄筋コンクリート版 防波壁（逆Ｔ擁壁）フーチング 50cm
－

（EL 10.0m）
D16 6本 ○

漂流物対策工⑤ 鉄筋コンクリート版 防波壁（逆Ｔ擁壁）フーチング側壁 50cm
2.0m

（EL 10.0m～EL 8.0m）
D16 3本 ○

漂流物対策工⑥ 鉄筋コンクリート版 防波壁（波返重力擁壁）重力擁壁 50cm
6.5m

（EL 15.0m～EL 8.5m）
D19 9本 ○

漂流物対策工⑦ 鉄筋コンクリート版 防波壁（波返重力擁壁）重力擁壁 50cm
8.5m

（EL 15.0m～EL 6.5m）
D19 12本

漂流物対策工⑧ 鉄筋コンクリート版 防波壁（波返重力擁壁）ケーソン 50cm 14.0m＊

（EL 2.0m～EL-12.0m）
D19 17本 ○

漂流物対策工⑨ 鋼材
防波壁（逆Ｔ擁壁）フーチング
（グラウンドアンカ設置箇所）

－ － M16 － ○

注記＊：ケーソンに設置する漂流物対策工のうち最大寸法を記載

名称 評価対象
アンカーボルト鉄筋コンクリート版

設置箇所種別

：耐震評価を実施する構造区分
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4.2 荷重及び荷重の組合せ 

4.2.1 荷重の組合せ 

漂流物対策工の評価に用いる荷重の組合せを以下に示す。荷重の組合せを表

4.2.1－1 に，荷重の作用イメージ図を図 4.2.1－1 に示す。 

 

Ｇ＋Ｓｓ 

ここで，Ｇ ：固定荷重（kN） 

       Ｓｓ：基準地震動Ｓｓによる地震荷重（kN） 

 

 

表 4.2.1－1 荷重の組合せ 

種別 荷重 算定方法 

永久 

荷重 

Ｇ 

 

常時

考慮

荷重 

躯体自重 〇 設計図書に基づいて，対象構造物の体積に材料の

密度を乗じて設定する。 

機器・ 

配管荷重 

－ 対象構造物に作用する機器・配管はないため考慮

しない。 

土被り荷重 － 土被りはないため考慮しない。 

積載荷重 － 積載荷重は考慮しない。 

静止土圧 － 気中又は海中に設置されているため考慮しない。 

静水圧 

Ｐｓｈ 

－ 

(○) 

気中に設置されているため考慮しない。 

（ケーソンに設置する漂流物対策工⑧は海中に設置

するため考慮する。） 

積雪荷重 
－ 厚さが 50cm であり，積雪荷重による影響は軽微の

ため考慮しない。 

風荷重 － 風荷重による影響は軽微のため考慮しない。 

地震荷重 

Ｓｓ 

水平慣性力 

Ｐｓｓｈ 

〇 基準地震動Ｓｓによる躯体への水平方向の慣性力

を考慮する。 

鉛直慣性力 

Ｐｓｓｖ 

○ 基準地震動Ｓｓによる躯体への鉛直方向の慣性力

を考慮する。 

動水圧 

Ｐｓｄｗ 

－ 

(○) 

気中に設置されているため考慮しない。 

（ケーソンに設置する漂流物対策工⑧は海中に設置

するため考慮する。） 
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漂流物対策工（鉄筋コンクリート版） 漂流物対策工（鋼材） 

図 4.2.1－1 漂流物対策工の荷重作用イメージ図 
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4.2.2 荷重の設定 

耐震評価に用いる荷重は以下のとおりとする。また，ケーソンに設置する漂流

物対策工⑧は海中に設置するため，静水圧及び動水圧についても考慮する。 

 

(1) 固定荷重（Ｇ) 

固定荷重として，漂流対策工を構成する部材の自重を考慮する。 

 

(2) 地震荷重（Ｓｓ） 

地震荷重として，基準地震動Ｓｓに伴う慣性力を考慮するものとする。 

なお，地震荷重の算定に用いる震度は，漂流物対策工は防波壁に設置することか

ら，Ⅵ-2-10-2-2-1「防波壁（波返重力擁壁）の地震応答計算書」，Ⅵ-2-10-2-2-2

「防波壁（逆Ｔ擁壁）の地震応答計算書」及びⅥ-2-10-2-2-3「防波壁（多重鋼管杭

式擁壁）の地震応答計算書」の地震応答解析結果を用いる。 

 

a. 慣性力（Ｐｓｓ） 

慣性力は，漂流物対策工の重量に震度を乗じた次式により算出する。 

Ｐｓｓｈ＝Ｗｓ×Ｋｓｈ 

Ｐｓｓｖ＝Ｗｓ×Ｋｓｖ 

ここで，Ｐｓｓｈ，Ｐｓｓｖ：水平・鉛直慣性力（kN） 

Ｗs：重量（kN） 

Ｋsｈ，Ｋｓｖ：基準地震動Ｓｓによる水平・鉛直方向震度 

 

b. 動水圧（Ｐｓｄｗ） 

動水圧は，以下の Westergaard の式により算定する。 

 ｐｓｄｗ＝
７

８
×Ｋｓｈ×ρ×ｇ×√Ｈ ×ｈ 

ここで，ｐｓｄｗ：動水圧(kN) 

Ｋｓｈ：基準地震動Ｓｓによる水平方向震度 

ρ：海水の密度（=1.03t/m3） 

ｇ：重力加速度（=9.80665m/s2） 

Ｈ：水深（m） 

ｈ：水面から動水圧を求める点までの深さ（m） 
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 Ｐｓｄｗ＝
７

１２
×Ｋｓｈ×ρ×ｇ×Ｈｓ

２ 

ここで，Ｐｓｄｗ：動水圧の合力(kN) 

Ｋｓｈ：基準地震動Ｓｓによる水平方向の震度 

ρ：海水の密度（=1.03t/m3） 

ｇ：重力加速度（=9.80665m/s2） 

Ｈｓ：水深（m） 

 

(3) 静水圧（Ｐｓｈ) 

海水位から漂流物対策工下端までの静水圧を考慮する。 

 Ｐｓｈ＝
１

２
×ρ×ｇ×Ｈｓ

２ 

ここで，Ｐｓｈ  ：静水圧（kN） 

ρ：海水の密度（=1.03t/m3） 

ｇ：重力加速度（=9.80665m/s2） 

Ｈｓ：水深（m） 
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4.2.3 荷重の算定 

耐震評価に用いる荷重の算定は以下のとおりとする。 

 

(1) 慣性力（Ｐｓｓ） 

Ｐｓｓｈ＝Ｗｓ×Ｋｓｈ 

Ｐｓｓｖ＝Ｗｓ×Ｋｓｖ 

ここで，Ｐｓｓｈ，Ｐｓｓｖ：水平・鉛直慣性力（kN） 

Ｗs：重量（kN） 

Ｋsｈ，Ｋｓｖ：基準地震動Ｓｓによる水平・鉛直方向震度 

 

地震荷重の算定に用いる震度は，Ⅵ-2-10-2-2-1「防波壁（波返重力擁壁）の地震

応答計算書」，Ⅵ-2-10-2-2-2「防波壁（逆Ｔ擁壁）の地震応答計算書」及びⅥ-2-

10-2-2-3「防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の地震応答計算書」の地震応答解析結果よ

り，漂流物対策工が設置される範囲における水平方向及び鉛直方向の最大応答加速

度の加重平均値を用いて，重力加速度（9.80665m/s2）で除して設計震度を算定する。

基準地震動Ｓｓによる水平方向及び鉛直方向の最大応答加速度分布図及び加速度

抽出位置を図 4.2.3－1 に，耐震評価に用いる水平方向及び鉛直方向の最大応答加

速度の加重平均値及び設計震度を表 4.2.3－1 に示す。 
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図 4.2.3－1(1) 防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の最大水平加速度分布図及び加速度抽出位置 

（④－④断面 Ｓｓ－Ｄ（－＋）（解析ケース③）） 

 

図 4.2.3－1(2) 防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の最大鉛直加速度分布図及び加速度抽出位置 

（④－④断面 Ｓｓ－Ｄ（――）（解析ケース①）） 

EL 15.0m

EL 2.2m

漂流物対策工②天端

漂流物対策工②下端

単位 cm/s2
：加速度抽出範囲

EL 15.0m

EL 2.2m

漂流物対策工②天端

漂流物対策工②下端

単位 cm/s2
：加速度抽出範囲
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図 4.2.3－1(3) 防波壁（逆Ｔ擁壁）の最大水平加速度分布図及び加速度抽出位置 

（⑤－⑤断面 Ｓｓ－Ｎ１（＋＋）（解析ケース②）） 

 

 

図 4.2.3－1(4) 防波壁（逆Ｔ擁壁）の最大鉛直加速度分布図及び加速度抽出位置 

（⑤－⑤断面 Ｓｓ－Ｎ１（＋＋）（解析ケース①）） 

EL 15.0m

EL 10.0m～EL 8.0m

漂流物対策工③天端

単位 cm/s2

：加速度抽出範囲

漂流物対策工④⑤⑨設置範囲

EL 15.0m

EL 10.0m～EL 8.0m

漂流物対策工③天端

漂流物対策工④⑤⑨設置範囲

単位 cm/s2

：加速度抽出範囲
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図 4.2.3－1(5) 防波壁（波返重力擁壁）の最大水平加速度分布図及び加速度抽出位置 

（③－③断面 Ｓｓ－Ｄ（－－）（解析ケース①）） 

 

 

図 4.2.3－1(6)  防波壁（波返重力擁壁）の最大鉛直加速度分布図及び加速度抽出位置 

（③－③断面 Ｓｓ－Ｎ１（－＋）（解析ケース①）） 

：加速度抽出位置 

：加速度抽出位置 
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図 4.2.3－1(7) 防波壁（波返重力擁壁）の最大水平加速度分布図及び加速度抽出位置 

（漂流物対策工⑧） 

（④－④断面 Ｓｓ－Ｄ（－＋）（解析ケース②）） 

 

 

図 4.2.3－1(8) 防波壁（波返重力擁壁）の最大鉛直加速度分布図及び加速度抽出位置 

（漂流物対策工⑧） 

（④－④断面 Ｓｓ－Ｎ１（＋＋）（解析ケース②）） 

 

：加速度抽出位置 

：加速度抽出位置 
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表 4.2.3－1 漂流物対策工の設計に用いる加速度及び設計震度 

 

 

表 4.2.3－2 に漂流物対策工（幅１ｍあたり）に作用する慣性力による荷重の算

定における計算条件を示す。 

 

表 4.2.3－2(1) 慣性力による荷重（漂流物対策工①） 

項 目 単位 入力値 

重量 Ｗｓ１ kN 79.2 

水平震度 Ｋｓｈ１ － 2.56 

水平慣性力 Ｐｓｓｈ1 kN 202.8 

鉛直震度 Ｋｓｖ１ － 0.83 

鉛直慣性力 Ｐｓｓｖ1 kN 65.7 

 

表 4.2.3－2(2) 慣性力による荷重（漂流物対策工④） 

項 目 単位 入力値 

重量 Ｗｓ４ kN 45 

水平震度 Ｋｓｈ４ － 1.63 

水平慣性力 Ｐｓｓｈ４ kN 73.4 

鉛直震度 Ｋｓｖ４ － 1.49 

鉛直慣性力 Ｐｓｓｖ４ kN 67.1 

 

  

（水平）

（cm/s2）

（鉛直）

（cm/s2）

漂流物対策工① 鉄筋コンクリート版 防波壁（多重鋼管杭式擁壁） 2,507 805 2.56 0.83

漂流物対策工④ 鉄筋コンクリート版 防波壁（逆Ｔ擁壁）フーチング 1,595 1,456 1.63 1.49

漂流物対策工⑤ 鉄筋コンクリート版 防波壁（逆Ｔ擁壁）フーチング側壁 1,595 1,456 1.63 1.49

漂流物対策工⑥ 鉄筋コンクリート版 防波壁（波返重力擁壁）重力擁壁 2,093 3,568 2.14 3.64

漂流物対策工⑧ 鉄筋コンクリート版 防波壁（波返重力擁壁）ケーソン 1,176 2,297 1.20 2.35

名称

加速度の加重平均値
鉛直
震度

水平
震度

設置個所種別
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表 4.2.3－2(3) 慣性力による荷重（漂流物対策工⑤） 

項 目 単位 地震時 

重量 Ｗｓ５ kN 24 

水平震度 Ｋｓｈ５ － 1.63 

水平慣性力 Ｐｓｓｈ５ kN 39.1 

鉛直震度 Ｋｓｖ５ － 1.49 

鉛直慣性力 Ｐｓｓｖ５ kN 35.8 

 

表 4.2.3－2(4) 慣性力による荷重（漂流物対策工⑥） 

項 目 単位 地震時 

重量 Ｗｓ６ kN 78 

水平震度 Ｋｓｈ６ － 2.14 

水平慣性力 Ｐｓｓｈ６ kN 166.9 

鉛直震度 Ｋｓｖ６ － 3.64 

鉛直慣性力 Ｐｓｓｖ６ kN 283.9 

 

表 4.2.3－2(5) 慣性力による荷重（漂流物対策工⑧） 

項 目 単位 地震時 

重量 Ｗｓ８ kN 168 

水平震度 Ｋｓｈ８ － 1.20 

水平慣性力 Ｐｓｓｈ８ kN 201.6 

鉛直震度 Ｋｓｖ８ － 2.35 

鉛直慣性力 Ｐｓｓｖ８ kN 394.8 
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(2) 動水圧（Ｐｄｗ） 

 ｐｓｄｗ＝
７

８
×Ｋｓｈ×ρ×ｇ×√Ｈ ×ｈ 

ここで，ｐｓｄｗ：動水圧(kN) 

Ｋｓｈ：基準地震動Ｓｓによる水平方向震度 

ρ：海水の密度（=1.03t/m3） 

ｇ：重力加速度（=9.80665m/s2） 

Ｈ：水深（m） 

ｈ：水面から動水圧を求める点までの深さ（m） 

 

 Ｐｓｄｗ＝
７

１２
×Ｋｓｈ×ρ×ｇ×Ｈｓ

２ 

 

ここで，Ｐｓｄｗ：動水圧の合力(kN) 

Ｋｓｈ：基準地震動Ｓｓによる水平方向震度 

ρ：海水の密度（=1.03t/m3） 

ｇ：重力加速度（=9.80665m/s2） 

Ｈｓ：水深（m） 

 

表 4.2.3－3 に動水圧による荷重の算定における計算条件を示す。 

 

表 4.2.3－3 動水圧による荷重（漂流物対策工⑧） 

項 目 単位 地震時 

水平設計震度 Ｋｓｈ － 1.20 

海水位 － m EL 0.58 

漂流物対策工下端 － m EL-12.00 

水深 Ｈｓ m 12.58 

動水圧の合力 Ｐｓｄｗ kN 1,119 
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(3) 静水圧（Ｐｓｈ） 

 Ｐｓｈ＝
１

２
×ρ×ｇ×Ｈｓ

２ 

ここで，Ｐｓｈ  ：静水圧（kN） 

ρ：海水の密度（=1.03t/m3） 

ｇ：重力加速度（=9.80665m/s2） 

Ｈｓ：水深（m） 

 

表 4.2.3－4 に静水圧による荷重の算定における計算条件を示す。 

 

表 4.2.3－4 静水圧による荷重（漂流物対策工⑧） 

項 目 単位 常時 

海水位 － m EL 0.58 

漂流物対策工下端 － m EL-12.00 

水深 Ｈｓ m 12.58 

静水圧 Ｐｓｈ kN 799 
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4.3 許容限界 

漂流物対策工の許容限界は，「3. 評価対象部位」にて設定した部位に対し，Ⅵ-2-

1-9「機能維持の基本方針」にて設定している許容限界を踏まえて設定する。 

 

4.3.1 使用材料 

(1) 漂流物対策工 

漂流物対策工を構成する各部材の使用材料を表 4.3.1－1 に，材料の物性値を表

4.3.1－2 に示す。 

 

表 4.3.1－1 使用材料 

諸元 

鉄筋コンクリート 設計基準強度 24N/mm2 

鋼材 SS400 

アンカーボルト SD345，SS400 

 

表 4.3.1－2 材料の物性値＊ 

材料 
単位体積重量 

（kN/m3） 

鉄筋コンクリート 24.0 

注記＊：コンクリート標準示方書[構造性能照査編](土木学会，2002 年制定） 
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4.3.2 許容限界 

許容限界は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づき設定する。 

(1) アンカーボルト 

アンカーボルトの許容限界は「各種合成構造設計指針・同解説（日本建築学

会，2010 年）」に基づき，表 4.3.2－1 の値とする。 

 

表 4.3.2－1 アンカーボルトの許容限界 

評価対象部位 材質 
引張耐力＊ 

（kN/本） 

せん断耐力＊ 

（kN/本） 

アンカー 

ボルト 

漂流物対策工 

（鉄筋コンクリ

ート版） 

防波壁 

（多重鋼管杭式擁壁） 

SD345 

（D16） 
42.3 47.9 

防波壁 

（逆Ｔ擁壁） 

SD345 

（D16） 
42.3 47.9 

防波壁 

（波返重力擁壁） 

SD345 

（D19） 
60.2 69.1 

防波壁 

（波返重力擁壁）ケーソン 

SD345 

（D19） 
60.2 69.1 

漂流物対策工（鋼材） 
SS400

（M16） 
29.3 24.8 

注記＊：「各種合成構造設計指針・同解説（日本建築学会，2010 年）に基づき設定する。 

詳細は，参考資料２に示す。 

 

(2) 鋼材 

鋼材の許容限界は「道路橋示方書（I 共通編・Ⅳ下部構造編）･同解説（日本道

路協会，平成 14 年 3 月）」に基づき，表 4.3.2－2 の値とする。 

 

表 4.3.2－2 鋼材の許容限界 

評価対象部位 材質 

短期許容応力度

（N/mm2） 

曲げ せん断 

鋼材（鋼板，補強鋼材） SS400 210 120 
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4.4 評価方法 

漂流物対策工を構成する各部材に発生する応力が，許容限界以下であることを確認す

る。 

 

4.4.1 漂流物対策工（鉄筋コンクリート版） 

アンカーボルトの引張力及びせん断力に対する耐震評価を実施する。アンカー

ボルトのモデル図を図 4.4.1－1 に示す。 

 

図 4.4.1－1 アンカーボルトのモデル図 

 

(1) アンカーボルトに作用する引張力 

ｐｓｃ＝Ｐｓｃ／ｎｓｃ 

ここで，ｐｓｃ：アンカーボルト１本に作用する引張力（kN/本） 

Ｐｓｃ：アンカーボルトに作用する引張力(kN) 

ｎｓｃ：漂流物対策工を支持するアンカーボルトの本数（本） 

 

(2) アンカーボルトに作用するせん断力 

ｑｓｃ＝Ｑｓｃ／ｎｓｃ 

ここで，ｑｓｃ：アンカーボルト１本に作用するせん断力（kN/本） 

Ｑｓｃ：アンカーボルトに作用するせん断力(kN) 

ｎｓｃ：漂流物対策工を支持するアンカーボルトの本数（本） 

  

防波壁 アンカーボルト

漂流物対策工
（鉄筋コンクリート版）

ｐ

ｑ
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4.4.2 漂流物対策工（鋼材） 

(1) 解析方法 

漂流物対策工（鋼材）は，図 4.4.2－1 に示すとおり，鋼板に補強鋼材を格子状

に配置した複雑な構造であることから，３次元構造解析により耐震評価を行う。 

３次元構造解析には，解析コード「ＮＡＳＴＲＡＮ」を用いる。なお，解析コー

ドの検証及び妥当性確認等の概要については，Ⅵ-5「計算機プログラム（解析コー

ド）の概要」に示す。 

３次元構造解析は，防波壁（逆Ｔ擁壁）のフーチングにおける慣性力を，３次元

構造解析モデルに入力することで，漂流物対策工（鋼材）の耐震評価を実施する。 

 

（平面図） 

 

（断面図） 

図 4.4.2－1 漂流物対策工（鋼材）の構造図  
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(2) 解析モデル 

漂流物対策工（鋼材）のうち，鋼板は線形シェル要素でモデル化し，補強鋼材

は線形はり要素でモデル化する。漂流物対策工（鋼材）を設置する漂流物対策工

の鉄筋コンクリート版は，バネ支点としてモデル化する。また，鋼板及び補強鋼

材に発生する断面力を安全側に評価する観点から，アンカーボルトを配置してい

る箇所は全固定とする。 

開口部との境界については，下向きに荷重が生じる際は，コンクリートに支持

されるため鉛直変位固定とするが，上向きに荷重が生じる際は抵抗しないバネ支

点を用いる。 

漂流物対策工(鋼材)の３次元構造解析モデルを図 4.4.2－2 に示す。 

 

 

注：バネ支点は開口部を除く全節点に与える。 

 

図 4.4.2－2 漂流物対策工（鋼材）の３次元構造解析モデル 

  

補強鋼材 

鋼板 

開口部 

アンカーボルト 
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(3) 使用材料及び材料の物性値 

耐震評価に用いる材料定数は，適用基準類を基に設定する。 

 

漂流物対策工（鋼材）の使用材料を表 4.4.2－1 に，材料の物性値を表 4.4.2－2

に示す。 

 

表 4.4.2－1 使用材料 

材料 諸元 

漂流物対策工 

鋼板 板厚 22mm 

補強鋼材 [-150×75×9×12.5 

 

表 4.4.2－2 材料の物性値＊1  

材料 

単位体積 

重量 

（kN/m3） 

ヤング係数 

（N/mm2） 

断面積 

（mm2）＊2 

断面係数 

（mm3）＊2 

断面 2 次 

ﾓｰﾒﾝﾄ 

（mm4）＊3 

鋼板 77 2.00×105 220×102 80.67×103 － 

補強鋼材 77 2.00×105 30.59×102 140×103 
1,050×104 

147×104 

注記＊1：コンクリート標準示方書[構造性能照査編]（土木学会，2002 年） 

  ＊2：鋼板の断面積，断面係数は応力計算に使用する単位幅当りの値を示す。 

  ＊3：断面 2 次モーメントの上段は強軸の値，下段は弱軸の値を示す。 
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(4) 入力荷重の設定 

３次元構造解析における入力荷重の載荷イメージ図を図 4.4.2－3 に示す。 

 

図 4.4.2－3 鋼材の荷重イメージ図 

 

躯体の慣性力は，地震応答解析モデルにおける漂流物対策工の設置位置における

応答加速度から算定する。図 4.2.3－1 に示す加速度に裕度を考慮した設計震度を

を表 4.4.2－3 に示す。 

算定した慣性力は，漂流物対策工（鋼材）の３次元構造解析モデルに水平方向及

び鉛直方向に同時に入力する。 

 

表 4.4.2－3 最大加速度及び余震震度 

 

 

 

  

（水平）

（cm/s2）

（鉛直）

（cm/s2）

漂流物対策工⑨ 鋼材
防波壁（逆Ｔ擁壁）フーチング
（グラウンドアンカ設置箇所） 1,595 1,456 3.00 3.00

水平
震度

鉛直
震度

名称 種別 設置箇所

加速度の加重平均値

2.1.8－55

764



 

 

 

(5) 評価方法 

鋼板及び補強鋼材について，３次元構造解析より得られた曲げモーメント及び軸

力より算定される曲げ応力並びにせん断力より算定されるせん断応力が，「4.3 許

容限界」で設定した許容限界以下であることを確認する。 

アンカーボルトについて，３次元構造解析より得られた引張力及びせん断力が，

「4.3 許容限界」で設定した許容限界以下であることを確認する。 

各部材に生じる発生応力等のイメージ図を図 4.4.2－4 に示す。 

 

 

図 4.4.2－4 各部材に生じる発生応力等のイメージ図 

 

(6) 鋼材に作用する曲げ応力度 

σｓｋｂ＝Ｍｓｋ×106／Ｚｓｋ 

ここで，σｓｋｂ：鋼材に作用する曲げ応力度（N/mm2） 

Ｍｓｋ：３次元構造解析における発生曲げモーメント（kN･m） 

Ｚｓｋ：鋼材の断面係数（mm3） 

 

(7) 鋼材に作用するせん断応力度 

τｓｋ＝Ｑｓｋ×103／Ａｓｋ 

ここで，τｓｋ：鋼材に作用するせん断応力度（N/mm2） 

Ｑｓｋ：３次元構造解析における発生せん断力（kN） 

Ａｓｋ：鋼材の断面積（mm2） 

 

(8) アンカーボルトに作用する引張力及びせん断力 

３次元構造解析におけるアンカーボルト位置に作用する引張力(Ｔｓｋ)及びせん

断力(Ｓｓｋ)を抽出する。  

慣性力

せん断力

引張力

せん断力

引張力

曲げ応力

せん断応力
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4.5 評価条件 

漂流物対策工の耐震評価に用いる入力値を表 4.5－1 に示す。 

 

表 4.5－1(1) 漂流物対策工①のアンカーボルトに作用する引張力の計算に用いる入力値 

記号 単位 定義 入力値 

Ｐｓｃ１ kN 漂流物対策工①に作用する引張力（＝Ｐｓｓｈ１） 203 

ｎｓｃ１ 本 アンカーボルトの本数 11 

 

表 4.5－1(2) 漂流物対策工①のアンカーボルトに作用するせん断力の計算に用いる入力値 

記号 単位 定義 入力値 

Ｑｓｃ１ kN 漂流物対策工①に作用するせん断力（＝Ｐｓｓｖ１） 66 

ｎｓｃ１ 本 アンカーボルトの本数 11 

 

表 4.5－1(3) 漂流物対策工④のアンカーボルトに作用する引張力の計算に用いる入力値 

記号 単位 定義 入力値 

Ｐｓｃ４ kN 漂流物対策工④に作用する引張力（＝Ｐｓｓｖ４） 67 

ｎｓｃ４ 本 アンカーボルトの本数 6 

 

表 4.5－1(4) 漂流物対策工④のアンカーボルトに作用するせん断力の計算に用いる入力値 

記号 単位 定義 入力値 

Ｑｓｃ４ kN 漂流物対策工④に作用するせん断力（＝Ｐｓｓｈ４） 73 

ｎｓｃ４ 本 アンカーボルトの本数 6 

 

表 4.5－1(5) 漂流物対策工⑤のアンカーボルトに作用する引張力の計算に用いる入力値 

記号 単位 定義 入力値 

Ｐｓｃ５ kN 漂流物対策工⑤に作用する引張力（＝Ｐｓｓｈ５） 39 

ｎｓｃ５ 本 アンカーボルトの本数 3 

 

表 4.5－1(6) 漂流物対策工⑤のアンカーボルトに作用するせん断力の計算に用いる入力値 

記号 単位 定義 入力値 

Ｑｓｃ５ kN 漂流物対策工⑤に作用するせん断力（＝Ｐｓｓｖ５） 36 

ｎｓｃ５ 本 アンカーボルトの本数 3 
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表 4.5－1(7) 漂流物対策工⑥のアンカーボルトに作用する引張力の計算に用いる入力値 

記号 単位 定義 入力値 

Ｐｓｃ６ kN 漂流物対策工⑥に作用する引張力（＝Ｐｓｓｈ６） 167 

ｎｓｃ６ 本 アンカーボルトの本数 9 

 

表 4.5－1(8) 漂流物対策工⑥のアンカーボルトに作用するせん断力の計算に用いる入力値 

記号 単位 定義 入力値 

Ｑｓｃ６ kN 漂流物対策工⑥に作用するせん断力（＝Ｐｓｓｖ６） 284 

ｎｓｃ６ 本 アンカーボルトの本数 9 

 

表 4.5－1(9) 漂流物対策工⑧のアンカーボルトに作用する引張力の計算に用いる入力値 

記号 単位 定義 入力値 

Ｐｓｃ８ kN 漂流物対策工⑧に作用する引張力 

（＝Ｐｓｓｈ８＋Ｐｓｄｗ－Ｐｓｈ） 

522 

Ｐｓｓｈ８ kN 水平慣性力 202 

Ｐｓｄｗ kN 動水圧 1,119 

Ｐｓｈ kN 静水圧 799 

ｎｓｃ８ 本 アンカーボルトの本数 17 

 

表 4.5－1(10) 漂流物対策工⑧のアンカーボルトに作用するせん断力の計算に用いる入力値  

記号 単位 定義 入力値 

Ｑｓｃ８ kN 漂流物対策工⑧に作用するせん断力（＝Ｐｓｓｖ８） 395 

ｎｓｃ８ 本 アンカーボルトの本数 17 
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表 4.5－1(11)  漂流物対策工⑨の鋼材（鋼板）に作用する 

最大曲げ応力度の計算に用いる入力値 

記号 単位 定義 入力値 

Ｍｓｋ１ kN･m 鋼板に作用する最大発生曲げモーメント 0.359＊ 

Ｚｓｋ１ mm3 鋼板の断面係数 80.67×103 

注記＊：３次元構造解析より設定する。 

 

表 4.5－1(12)  漂流物対策工⑨の鋼材（補強鋼材）に作用する 

最大曲げ応力度の計算に用いる入力値 

記号 単位 定義 入力値 

Ｍｓｋ２ kN･m 補強鋼材に作用する最大発生曲げモーメント 0.198＊ 

Ｚｓｋ２ mm3 補強鋼材の断面係数 140×103 

注記＊：３次元構造解析より設定する。 

 

 

表 4.5－1(13)  漂流物対策工⑨の鋼材（鋼板）に作用する 

最大せん断応力度の計算に用いる入力値 

記号 単位 定義 入力値 

Ｑｓｋ１ kN 鋼板に作用する最大せん断力 7.068＊ 

Ａｓｋ１ mm2 鋼板の断面積 220×102 

注記＊：３次元構造解析より設定する。 

 

表 4.5－1(14)  漂流物対策工⑨の鋼材（補強鋼材）に作用する 

最大せん断応力度の計算に用いる入力値 

記号 単位 定義 入力値 

Ｑｓｋ２ kN 補強鋼材に作用する最大せん断力 0.937＊ 

Ａｓｋ２ mm2 補強鋼材の断面積 30.59×102 

注記＊：３次元構造解析より設定する。 
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4.6 応力計算 

4.6.1 漂流物対策工（鉄筋コンクリート版） 

(1) アンカーボルトに作用する引張力 

ｐｓｃ＝Ｐｓｃ／ｎｓｃ 

ここで，ｐｓｃ：アンカーボルト１本に作用する引張力（kN/本） 

Ｐｓｃ：アンカーボルトに作用する引張力(kN) 

ｎｓｃ：漂流物対策工を支持するアンカーボルトの本数（本） 

 

「4.5 評価条件」より，アンカーボルトに作用する引張力を表 4.6.1-1 に示

す。 

 

表 4.6.1-1 アンカーボルトに作用する引張力 

ｐｓｃ（ｎ） Ｐｓｃ（ｎ） 

（kN） 

ｎｓｃ（ｎ） 

（本） 

Ｐｓｃ（ｎ）／ｎｓｃ（ｎ）

（kN/本） 

ｐｓｃ１ 203 11 18.5 

ｐｓｃ４ 67 6 11.2 

ｐｓｃ５ 39 3 13.1 

ｐｓｃ６ 167 9 18.6 

ｐｓｃ８ 522 17 30.7 
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(2) アンカーボルトに作用するせん断力 

ｑｓｃ＝Ｑｓｃ／ｎｓｃ 

ここで，ｑｓｃ：アンカーボルト１本に作用するせん断力（kN/本） 

Ｑｓｃ：アンカーボルトに作用するせん断力(kN) 

ｎｓｃ：漂流物対策工を支持するアンカーボルトの本数（本） 

 

「4.5 評価条件」より，アンカーボルトに作用するせん断力を表 4.6.1-2 に示

す。 

 

表 4.6.1-2 アンカーボルトに作用するせん断力 

ｑｓｃ（ｎ） Ｑｓｃ（ｎ） 

（kN） 

ｎｓｃ（ｎ） 

（本） 

Ｑｓｃ（ｎ）／ｎｓｃ（ｎ）

（kN/本） 

ｑｓｃ１ 66 11 6.0 

ｑｓｃ４ 73 6 12.3 

ｑｓｃ５ 36 3 12.0 

ｑｓｃ６ 284 9 31.6 

ｑｓｃ８ 395 17 23.3 
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4.6.2 漂流物対策工（鋼材） 

３次元構造解析の結果から，鋼板及び補強鋼材に発生している断面力を用いて

曲げ応力度及びせん断応力度を算定する。 

 

(1) 鋼材に作用する曲げ応力度 

３次元構造解析における鋼板の発生曲げモーメントのコンター図を図 4.6.2－1

に，補強鋼材の発生曲げモーメントのコンター図を図 4.6.2－2 に示す。鋼板及び

補強鋼材において発生曲げモーメントにより曲げ応力度を算定する。 

 

 

（鉛直震度 下向き） 

 

（鉛直震度 上向き） 

図 4.6.2－1 鋼板の発生曲げモーメントのコンター図 
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（鉛直震度 下向き） 

 

（鉛直震度 上向き） 

図 4.6.2－2 補強鋼材の発生曲げモーメントのコンター図 
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σｓｋｂ＝Ｍｓｋ×106／Ｚｓｋ 

ここで，σｓｋｂ：鋼材に作用する曲げ応力度（N/mm2） 

Ｍｓｋ：３次元構造解析における発生曲げモーメント（kN･m） 

Ｚｓｋ：鋼材の断面係数（mm3） 

 

「4.5 評価条件」より，鋼材に作用する最大曲げ応力度（σｓｋｂ）を以下のと

おり設定する。 

 

ａ． 鋼板 

σｓｋｂ１＝Ｍｓｋ１×106／Ｚｓｋ１ 

     ＝0.359×106／80.67×103 

    ＝4.5N/mm2 

 

ｂ． 補強鋼材 

σｓｋｂ２＝Ｍｓｋ２×106／Ｚｓｋ２ 

     ＝0.198×106／140×103 

    ＝1.5N/mm2 
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(2) 鋼材に作用するせん断曲げ応力度 

３次元構造解析における鋼板の発生せん断力のコンター図を図 4.6.2－3 に，補

強鋼材の発生曲げモーメントのコンター図を図 4.6.2－4 に示す。鋼板及び補強鋼

材において発生せん断力により曲げ応力度を算定する。 

 

 

 

（鉛直震度 下向き） 

 

 

（鉛直震度 上向き） 

図 4.6.2－3 鋼板の発生せん断力のコンター図 
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（鉛直震度 下向き） 

 

 

（鉛直震度 上向き） 

図 4.6.2－4 補強鋼材の発生せん断力のコンター図 
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τｓｋ＝Ｑｓｋ×103／Ａｓｋ 

ここで，τｓｋ：鋼材に作用するせん断応力度（N/mm2） 

Ｑｓｋ：３次元構造解析における発生せん断力（kN） 

Ａｓｋ：鋼材の断面積（mm2） 

 

「4.5 評価条件」より，鋼材に作用する最大せん断応力度（τｓｋ）を以下の

とおり設定する。 

 

ａ． 鋼板 

τｓｋ１＝Ｑｓｋ１×103／Ａｓｋ１ 

     ＝7.068×103／220×102 

    ＝0.4N/mm2 

 

ｂ． 補強鋼材 

τｓｋ２＝Ｑｓｋ２×103／Ａｓｋ２ 

     ＝0.937×103／30.59×102 

    ＝0.4N/mm2 
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(3) アンカーボルトに作用するせん断力及び引張力 

３次元構造解析において，アンカーボルトに作用する引張力及びせん断力を表

4.6.2－1 に示す。 

 

表 4.6.2－1 アンカーボルトに作用するせん断力及び引張力 

評価対象部位 
最大引張力 

Ｔｋ（kN） 

最大せん断力 

Ｓｋ（kN） 

アンカーボルト 1.5 2.0 
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4.7 評価結果 

4.7.1 漂流物対策工（鉄筋コンクリート版） 

漂流物対策工（鉄筋コンクリート版）のアンカーボルトの引張き力及びせん断

力に対する耐震評価結果を表 4.7.1－1 に示す。アンカーボルトの発生力が許容限

界以下であることを確認した。 

 

表 4.7.1－1(1) アンカーボルトの引張き力に対する耐震評価結果 

 

表 4.7.1－1(2) アンカーボルトのせん断力に対する耐震評価結果 

 

 

 

  

評価部位 材質 
引張き力 

(a) 
(kN/本) 

許容限界 
(b) 

(kN/本) 

照査値 
(a/b) 

 

漂流物対策工① SD345（D16） 18.5 42.3 0.44 

漂流物対策工④ SD345（D16） 11.2 42.3 0.27 

漂流物対策工⑤ SD345（D16） 13.1 42.3 0.31 

漂流物対策工⑥ SD345（D19） 18.6 60.2 0.31 

漂流物対策工⑧ SD345（D19） 30.7 60.2 0.53 

評価部位 材質 
せん断力 

(a) 
(kN/本) 

許容限界 
(b) 

(kN/本) 

照査値 
(a/b) 

 

漂流物対策工① SD345（D16） 6.0 47.9 0.13 

漂流物対策工④ SD345（D16） 12.3 47.9 0.26 

漂流物対策工⑤ SD345（D16） 12.0 47.9 0.25 

漂流物対策工⑥ SD345（D19） 31.6 69.1 0.46 

漂流物対策工⑧ SD345（D19） 23.3 69.1 0.34 
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4.7.2 漂流物対策工（鋼材） 

漂流物対策工（鋼材）の耐震評価結果を表 4.7.2－1 に示す。鋼材の発生応力度

及びアンカーボルトの発生力が許容限界以下であることを確認した。 

 

表 4.7.2－1 漂流物対策工（鋼材）の耐震評価結果 

評価対象部位 発生値 許容限界 照査値 

鋼板 
曲げ応力度 4.5 N/mm2 210 N/mm2 0.03 

せん断応力度 0.4 N/mm2 120 N/mm2 0.01 

補強鋼材 
曲げ応力度 1.5 N/mm2 210 N/mm2 0.01 

せん断応力度 0.4 N/mm2 120 N/mm2 0.01 

アンカー 

ボルト 

引張力 1.5 kN 29.3 kN 0.06 

せん断力 2.0 kN 24.8 kN 0.09 
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5. 強度計算 

5.1 強度計算方法 

漂流物対策工の強度計算は，Ⅵ-3-別添 3-1-1「津波への配慮が必要な施設の強度計算

の方針」にて設定している荷重及び荷重の組合せ並びに許容限界を踏まえて，「3．評価

対象部位」にて設定する評価対象部位に作用する応力が「5.3 許容限界」にて示す許容

限界以下であることを確認する。 

 

5.2 荷重及び荷重の組合せ 

5.2.1 荷重の組合せ 

漂流物対策工の評価に用いる荷重の組合せを選定するため，津波時及び重畳時の

荷重の組合せを下記に示す。荷重の組合せを表 5.2.1－1 に，荷重の作用図を図

5.2.1－1 に示す。 

なお，重畳時の浸水津波荷重は，重畳時に考慮する津波高さは EL 4.9m であるこ

とから，津波時の浸水津波荷重に包絡される。また，アンカーボルトの評価に用い

る余震荷重について，重畳時の余震荷重及び動水圧の算定に用いる弾性設計用地震

動Ｓｄ－Ｄの加速度は，図 5.2.1－2 に示すとおり，地震時の加速度に包絡される。

以上を踏まえ，重畳時の荷重は，地震時又は津波時に包絡されることから，重畳時

の検討は省略する。 

 

(1) 津波時 

Ｇ＋Ｐｔ＋Ｐｃ＋Ｐｋ 

ここで，Ｇ：固定荷重（kN） 

        Ｐｔ：浸水津波荷重（kN） 

    Ｐｃ：漂流物衝突荷重（kN） 

    Ｐｋ：風荷重（kN） 

 

(2) 重畳時 

Ｇ＋Ｐｔ＋Ｋｓｄ＋Ｐｋ 

ここで，Ｇ：固定荷重（kN） 

        Ｐｔ：浸水津波荷重（kN） 

    Ｋｓｄ：余震荷重（kN） 

    Ｐｋ：風荷重（kN） 
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表 5.2.1－1 荷重の組合せ 

種別 荷重 算定方法 

永久 

荷重 

常時

考慮

荷重 

躯体自重 

Ｇ 

〇 設計図書に基づいて，対象構造物の体積に材料の

密度を乗じて設定する。 

機器・ 

配管荷重 

－ 対象構造物に作用する機器・配管はないため考慮

しない。 

土被り荷重 － 土被りはないため考慮しない。 

積載荷重 － 積載荷重は考慮しない。 

静止土圧 － 気中又は海中に設置されているため考慮しない。 

静水圧 

Ｐｄｈ 

－ 

(○) 

気中に設置されているため考慮しない。 

（ケーソンに設置する漂流物対策工⑧は海中に設置

するため考慮する。） 

積雪荷重 － 厚さが 50cm であり，積雪荷重による影響は軽微の

ため考慮しない。 

風荷重 

Ｐｋ 

○ 風荷重を考慮する。 

余震荷重 

Ｋｓｄ 

水平地震動 〇 弾性設計用地震動Ｓｓ－Ｄによる躯体の慣性力を

考慮する。 

鉛直地震動 ○ 弾性設計用地震動Ｓｓ－Ｄによる躯体の慣性力を

考慮する。 

動水圧 － 

(○) 

気中に設置されているため考慮しない。 

（ケーソンに設置する漂流物対策工⑧は海中に設

置するため考慮する。） 

浸水津波荷重 

Ｐｔ 

遡上津波 

荷重 

〇 遡上波による波圧を考慮する。 

漂流物衝突荷重 

Ｐｃ 

○ 漂流物による衝突荷重を考慮する。 
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漂流物対策工（鉄筋コンクリート版） 漂流物対策工（鋼材） 

図 5.2.1－1 漂流物対策工の荷重作用図 

  

津波荷重

漂流物
衝突荷重

←海側 陸側→

津波荷重
（静水圧）

漂流物
衝突荷重

津波水位 ▽
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（防波壁（多重鋼管杭式擁壁） ④－④断面） 

 

 

（防波壁（波返重力擁壁） ④－④断面） 

図 5.2.1－2 地震時と余震時の最大応答加速度分布の比較 

  

EL 15.0m

EL 2.2m

漂流物対策工②天端

漂流物対策工②下端

単位 cm/s2
：加速度抽出範囲

EL 15.0m

EL 2.2m

漂流物対策工②天端

漂流物対策工②下端

単位 cm/s2
：加速度抽出範囲

Ｓｓ－Ｄ（－＋）水平 Ｓｄ－Ｄ（＋＋）水平

：加速度抽出範囲

EL 2.0m

EL -12.0m

漂流物対策工⑧天端

漂流物対策工⑧下端

単位 cm/s2

Ｓｓ－Ｄ（－＋）水平 Ｓｄ－Ｄ（＋＋）水平
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5.2.2 荷重の設定 

強度計算に用いる荷重は以下のとおりとする。また，ケーソンに設置する漂流

物対策工は海中に設置するため，静水圧についても考慮する。 

 

(1) 固定荷重（Ｇ) 

固定荷重として，漂流対策工を構成する部材の自重を考慮する。 

 

(2) 浸水津波荷重（Ｐｔ） 

敷地高以上については，朝倉式により，各施設の設置位置における設置高さを考

慮し，津波の水位と各施設の設置高さの差分の 1/2 倍を浸水深として，浸水深の３

倍で作用する水圧として算定する。 

敷地高以深については，谷本式により，各施設の設置位置における設置高さを考

慮し，津波高さの 1/2 を入射津波高さと定義し，静水面上の波圧作用高さは入射津

波高さの３倍とし，静水面における波圧は入射津波高さに相当する静水圧の 2.2 倍

として算定する。 

 

(3) 漂流物衝突荷重（Ｐｃ） 

漂流物衝突荷重は，「補足 018-02 津波への配慮に関する説明書の補足説明資

料」のうち「4.5 漂流物による漂流物衝突荷重」において，浸水防護施設の機能に

対する影響評価により選定された漂流物として船舶（総トン数 19 トン）を想定し，

表 5.2.2－1 に示す津波の流速を用いて，「衝突解析」の結果に基づき設定する。 

 

表 5.2.2－1 浸水防護施設の設計に用いる津波のパラメータ 

設備分類 設備名称 

津波のパラメータ 

津波高さ 

(EL(m)) 
流速(m/s) 

浸水防護施設 

防波壁（多重鋼管杭式擁壁） 12.6 10.0＊ 

防波壁（逆Ｔ擁壁） 12.6 10.0＊ 

防波壁（波返重力擁壁） 12.6 10.0＊ 

注記 ＊：「補足 018-02 津波への配慮に関する説明書の補足説明資料」のうち「4.5 漂流

物による漂流物衝突荷重」に示されるように，安全側に日本海東縁部に想定され

る地震による津波及び海域活断層から想定される地震による津波ともに，漂流物

の衝突速度 10.0m/s を設定 
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(4) 風荷重（Ｐｋ） 

風荷重は，平成 12 年 5 月 31 日建設省告示第１４５４号に定められた松江市の基

準風速 30m/s を使用する。浸水防護施設が設置される状況に応じて，建築基準法及

び建設省告示第１４５４号に基づき，ガスト影響係数等を適切に設定して算出する。 

 

(5) 静水圧（Ｐｄｈ) 

海水位から漂流物対策工下端までの静水圧を考慮する。 

 Ｐｄｈ＝
１

２
×ρ×ｇ×Ｈｄ

２ 

ここで，Ｐdｈ  ：静水圧（kN） 

ρ：海水の密度（=1.03t/m3） 

ｇ：重力加速度（=9.80665m/s2） 

Ｈｄ：水深（m） 
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5.2.3 荷重の算定 

強度計算に用いる荷重の算定は以下のとおりとする。 

 

(1) 浸水津波荷重（Ｐｔ） 

津波時の遡上津波荷重について，防波壁前面における入力津波水位 EL 11.9m に

余裕を考慮した津波水位 EL 12.6m を用いる。 

漂流物対策工（鉄筋コンクリート版）に作用する浸水津波荷重のうち，敷地高以

上については，朝倉式により，各施設の設置位置における設置高さを考慮し，津波

の水位と各施設の設置高さの差分の 1/2 倍を浸水深として，浸水深の３倍で作用す

る水圧として算定する。また，敷地高以深については，谷本式により，各施設の設

置位置における設置高さを考慮し，津波高さの 1/2 を入射津波高さと定義し，静水

面上の波圧作用高さは入射津波高さの３倍とし，静水面における波圧は入射津波高

さに相当する静水圧の 2.2 倍として算定する。 

漂流物対策工（鋼材）は，防波壁（逆Ｔ擁壁）のフーチング上部（EL 10.5m）に

設置されることから，防波壁前面における入力津波水位 EL 11.9m に余裕を考慮し

た津波水位 EL 12.6m を踏まえた静水圧を浸水津波荷重として考慮する。 

漂流物対策工に作用する遡上津波荷重を表 5.2.3－1 に示す。表 5.2.3－1 に示す

遡上津波荷重を踏まえ，漂流物対策工（鉄筋コンクリート版）及び漂流物対策工（鋼

材）の強度計算に用いる遡上津波荷重を表 5.2.3－2 及び表 5.2.3－3 に示す。 
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表 5.2.3－1 漂流物対策工に作用する遡上津波荷重 

漂流物対策工 遡上津波荷重(kN/m2)＊1 

設置箇所 構造形式 設置高さ 津波時 

防波壁 

（多重鋼管杭式擁壁） 

鉄筋 

コンクリート版 

EL 15.0m～ 

EL 8.4m 
62.1 

EL 15.0m～ 

EL 2.2m 
121.5 

防波壁（逆Ｔ擁壁） 
鉄筋 

コンクリート版 

EL 15.0m～ 

EL 8.0m 
62.1 

防波壁（逆Ｔ擁壁） 

漂流物対策工（鋼材） 
鋼材 (EL 10.5m) 36.4＊2 

防波壁（波返重力擁壁） 
鉄筋 

コンクリート版 

EL 15.0m～ 

EL 8.5m 
62.1 

EL 15.0m～ 

EL 6.5m 
92.4 

防波壁（波返重力擁壁） 

ケーソン 

EL 2.0m ～ 

EL-12.0m 
133.5 

注記＊1：漂流物対策工に作用する遡上津波荷重の最大値を記載 

   ＊2：防波壁前面における入力津波水位 EL 11.9m に余裕を考慮した津波水位 EL 

12.6m を踏まえた静水圧を記載 

 

表 5.2.3－2 漂流物対策工（鉄筋コンクリート版）の強度計算に用いる遡上津波荷重 

荷重 津波時 

遡上津波荷重

（kN） 
134 

 

表 5.2.3－3 漂流物対策工（鋼材）の強度計算に用いる遡上津波荷重 

荷重 津波時 

遡上津波荷重

（kN） 
36.4 
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(2) 漂流物衝突荷重（Ｐｃ） 

漂流物衝突荷重の設定については，「1.5 浸水防護施設の評価における漂流物

衝突荷重，風荷重及び積雪荷重の設定」に示す「局所的な漂流物衝突荷重」を設定

する。 

漂流物対策工（鉄筋コンクリート版）及び漂流物対策工（鋼材）における「局所

的な漂流物衝突荷重」の作用イメージを図 5.2.3－1 に示す。漂流物対策工の強度

計算に用いる漂流物衝突荷重を表 5.2.3－4 に示す。 

 

 

漂流物対策工（鉄筋コンクリート版） 

 

漂流物対策工（鋼材） 

図 5.2.3－1 「局所的な漂流物衝突荷重」の作用イメージ 

 

表 5.2.3－4 強度計算に用いる漂流物衝突荷重 

衝突荷重（kN） 

1,200 

  

1m

1m

1200kN
漂流物
衝突荷重

１ｍ
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(3) 風荷重（Ｐｋ） 

風荷重は，「1.5 浸水防護施設の評価における漂流物衝突荷重，風荷重及び積

雪荷重の設定」に示す防波壁に設定する風荷重に，裕度を考慮した値を用いる。漂

流物対策工の強度計算に用いる風荷重を表 5.2.3－5 に示す。 

 

表 5.2.3－5 漂流物対策工の強度計算に用いる風荷重 

風荷重（kN/m2） 

2.0 

 

(4) 静水圧（Ｐｄｈ） 

静水圧は，鉄筋コンクリート版のアンカーボルトの評価に用いるが，重畳時にお

けるアンカーボルトの評価は「4.7 評価結果」に包絡されるため，荷重の算定は

不要と判断する。 
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5.3 許容限界 

漂流物対策工の許容限界は，「3. 評価対象部位」にて設定した部位に対し，Ⅵ-3-別

添 3-1-1「津波への配慮が必要な施設の強度計算の方針」にて設定している許容限界を

踏まえて設定する。 

 

5.3.1 使用材料 

(1) 漂流物対策工 

漂流物対策工を構成する各部材の使用材料は，「4.3.1 使用材料」を基に設定

する。 

 

5.3.2 許容限界 

許容限界は，Ⅵ-3-別添 3-1-1「津波への配慮が必要な施設の強度計算の方針」

に基づき設定する。 

 

(1) 鉄筋コンクリート版 

鉄筋コンクリート版の許容限界は，「コンクリート標準示方書[構造性能照査

編](土木学会，2002 年制定）」に基づき，表 5.3.2－1 の値とする。 

 

表 5.3.2－1 鉄筋コンクリート版の許容限界 

評価対象部位 
許容応力度 

（N/mm2） 

短期許容応力度＊ 

（N/mm2） 

コンクリート 

（f’ck=24N/mm2） 
押し抜きせん断応力度 0.9 1.35 

注記＊：短期許容応力度は，「コンクリート標準示方書［構造性能照査編］（土木

学会，2002 年制定）」より許容応力度に対して 1.5 倍の割増を考慮する。 

 

(2) 鋼材 

鋼材の許容限界は，「4.3.2 許容限界」を基に設定する。 

 

(3) アンカーボルト 

アンカーボルトの許容限界は，「4.3.2 許容限界」を基に設定する。 
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5.4 評価方法 

漂流物対策工を構成する各部材に発生する応力が，許容限界以下であることを確認す

る。 

 

5.4.1 漂流物対策工（鉄筋コンクリート版） 

(1) 鉄筋コンクリート版 

鉄筋コンクリート版の押抜きせん断に対する強度計算を実施する。鉄筋コンク

リート版のモデル図を図 5.4.1－1 に示す。 

 

 

図 5.4.1－1 鉄筋コンクリート版のモデル図 

 

ａ． 鉄筋コンクリート版に作用する押抜きせん断力 

τｐ＝Ｐｄｃ／Ｕｐ･ｄ 

ここで，τｐ：鉄筋コンクリート版に作用する押抜きせん断力（kN/mm2） 

Ｐｄｃ：鉄筋コンクリート版に作用する荷重(kN) 

Ｕｐ：設計断面の周長（載荷面からｄ/２離れた位置で算定）（m） 

ｄ：鉄筋コンクリート版の有効高さ(m) 

  

漂流物衝突荷重

漂流物対策工

評価位置

d/2

τp
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5.4.2 漂流物対策工（鋼材） 

(1) 解析方法 

漂流物対策工（鋼材）は，鋼板に補強鋼材を格子状に配置した複雑な構造であ

ることから，３次元構造解析により強度計算を行う。 

３次元構造解析には，解析コード「ＮＡＳＴＲＡＮ」を用いる。なお，解析コ

ードの検証及び妥当性確認等の概要については，Ⅵ-5「計算機プログラム（解析

コード）の概要」に示す。 

３次元構造解析は，３次元構造解析モデルに津波荷重及び漂流物衝突荷重を入

力することで，漂流物対策工（鋼材）の強度計算を実施する。 

 

(2) 解析モデル 

解析モデルは，「4.4 評価方法」に記載のとおりとする。 

 

(3) 使用材料及び材料の物性値 

使用材料及び材料の物性値は，「4.4 評価方法」に記載のとおりとする。 

 

(4) 入力荷重の設定 

３次元構造解析モデルにおける津波荷重及び漂流物衝突荷重の作用イメージ図

を図 5.4.2－1 に示す。 

 

図 5.4.2－1 ３次元構造解析モデルにおける荷重の作用イメージ図 

 

(5) 評価方法 

評価方法は，「4.4 評価方法」に記載のとおりとする。 

 

  

津波荷重
（静水圧）

漂流物
衝突荷重

津波水位 ▽
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5.5 評価条件 

漂流物対策工の強度計算に用いる入力値を表 5.5－1 に示す。 

 

表 5.5.1－1(1) 漂流物対策工（鉄筋コンクリート版）に作用する 

押抜きせん断力の計算に用いる入力値 

記号 単位 定義 入力値 

Ｐｄｃ kN 鉄筋コンクリート版に作用する荷重 1,336 

Ｕｐ M 設計断面の周長（載荷面からｄ/２離れた位置） 5.57 

ｄ M 鉄筋コンクリート版の有効高さ 0.5 

 

表 5.5.1－1(2) 鋼板に作用する最大曲げ応力度の計算に用いる入力値 

記号 単位 定義 入力値 

Ｍｄｋ１ kN･m 鋼板に作用する最大発生曲げモーメント 9.556＊ 

Ｚｄｋ１ mm3 鋼板の断面係数 80.67×103 

注記＊：３次元構造解析より設定する。 

 

表 5.5.1－1(3) 補強鋼材に作用する最大曲げ応力度の計算に用いる入力値 

記号 単位 定義 入力値 

Ｍｄｋ２ kN･m 補強鋼材に作用する最大発生曲げモーメント 18.59＊ 

Ｚｄｋ２ mm3 補強鋼材の断面係数 140×103 

注記＊：３次元構造解析より設定する。 

 

表 5.5.1－1(4) 鋼板に作用する最大せん断応力度の計算に用いる入力値 

記号 単位 定義 入力値 

Ｑｄｋ１ kN 鋼板に作用する最大せん断力 176.1＊ 

Ａｄｋ１ mm2 鋼板の断面積 220×102 

注記＊：３次元構造解析より設定する。 

 

表 5.5.1－1(5) 補強鋼材に作用する最大せん断応力度の計算に用いる入力値 

記号 単位 定義 入力値 

Ｑｄｋ２ kN 補強鋼材に作用する最大せん断力 62.6＊ 

Ａｄｋ２ mm2 補強鋼材の断面積 30.59×102 

注記＊：３次元構造解析より設定する。 
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5.6 応力計算 

5.6.1 漂流物対策工（鉄筋コンクリート版） 

(1) 鉄筋コンクリート版に作用する押抜きせん断力 

τｐ＝Ｐｄｃ／Ｕｐ･ｄ 

ここで，τｐ：鉄筋コンクリート版に作用する押抜きせん断力（kN/mm2） 

Ｐｄｃ：鉄筋コンクリート版に作用する荷重(kN) 

Ｕｐ：設計断面の周長（載荷面からｄ/２離れた位置）（m） 

ｄ：鉄筋コンクリート版の有効高さ(m) 

 

設計断面の周長Ｕｐの算定イメージを図 5.6.1－1 に示す。 

 

 

図 5.6.1－1 設計断面の周長Ｕｐの算定イメージ 

 

「5.5 評価条件」より，漂流物対策工（鉄筋コンクリート版）に作用する押抜き

せん断力（τｐ）は以下のとおりとなる。 

 

τｐ＝Ｐｄｃ／Ｕｐ･ｄ 

   ＝1,336／5.57･0.5 

   ＝479.7kN/m2 

   ＝0.48N/mm2 

1
0
0
0

1000 250＊

25
0＊

注記＊：載荷面からｄ/２離れた位置として
鉄筋コンクリート版の厚さ500mm÷2＝250mm

Ｕｐ：設計断面の周長

漂流物衝突荷重
（局所的な衝突荷重）

漂流物対策工
（鉄筋コンクリート版）

25
0＊

250＊
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漂流物対策工（鉄筋コンクリート版）の端部に漂流物が衝突した場合の設計断

面の周長Ｕｐの算定イメージを図 5.6.1－2 に示す。 

 

 

図 5.6.1－2 漂流物対策工の端部（鉄筋コンクリート版）に漂流物が衝突した場合の 

設計断面の周長Ｕｐの算定イメージ 

 

「5.5 評価条件」より，漂流物対策工（鉄筋コンクリート版）に作用する押抜き

せん断力（τｐ）は以下のとおりとなる。 

 

τｐ＝Ｐｄｃ／Ｕｐ･ｄ 

   ＝1,336／3.79･0.5 

   ＝705.9kN/m2 

   ＝0.71N/mm2  

1
0
0
0

1000 250＊

25
0＊

注記＊：載荷面からｄ/２離れた位置として
鉄筋コンクリート版の厚さ500mm÷2＝250mm

Ｕｐ：設計断面の周長

漂流物衝突荷重
（局所的な衝突荷重）

漂流物対策工
（鉄筋コンクリート版）

25
0＊
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5.6.2 漂流物対策工（鋼材） 

３次元構造解析の結果から，鋼板及び補強鋼材に発生している断面力を用いて

曲げ応力度及びせん断応力度を算定する。 

 

(1) 鋼材に作用する曲げ応力度 

３次元構造解析における鋼板の発生曲げモーメントのコンター図を図 5.6.2－1

に，補強鋼材の発生曲げモーメントのコンター図を図 5.6.2－2 に示す。鋼板及び

補強鋼材において発生曲げモーメントにより曲げ応力度を算定する。 

 

 

図 5.6.2－1 鋼板の発生曲げモーメントのコンター図 

 

 

図 5.6.2－2 補強鋼材の発生曲げモーメントのコンター図 

  

2.1.8－87

796



 

 

 

σｄｋｂ＝Ｍｄｋ×106／Ｚｄｋ 

ここで，σｄｋｂ：鋼材に作用する曲げ応力度（N/mm2） 

Ｍｄｋ：３次元構造解析における発生曲げモーメント（kN･m） 

Ｚｄｋ：鋼材の断面係数（mm3） 

 

「5.5 評価条件」より，鋼材に作用する最大曲げ応力度（σｄｋｂ）を以下のと

おり設定する。 

 

ａ． 鋼板 

σｄｋｂ１＝Ｍｄｋ１×106／Ｚｄｋ１ 

     ＝9.556×106／80.67×103 

    ＝118.5N/mm2 

 

ｂ． 補強鋼材 

σｄｋｂ２＝Ｍｄｋ２×106／Ｚｄｋ２ 

     ＝18.59×106／140×103 

    ＝132.8N/mm2 
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(2) 鋼材に作用するせん断応力度 

３次元構造解析における鋼板の発生せん断力のコンター図を図 5.6.2－3 に，補

強鋼材の発生せん断力のコンター図を図 5.6.2－4 に示す。鋼板及び補強鋼材にお

いて発生せん断力によりせん断応力度を算定する。 

 

 

図 5.6.2－3 鋼板の発生せん断力のコンター図 

 

 

図 5.6.2－4 補強鋼材の発生せん断力のコンター図 
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τｄｋ＝Ｑｄｋ×103／Ａｄｋ 

ここで，τｄｋ：鋼材に作用するせん断応力度（N/mm2） 

Ｑｄｋ：３次元構造解析における発生せん断力（kN） 

Ａｄｋ：鋼材の断面積（mm2） 

 

「5.5 評価条件」より，鋼材に作用するせん断応力度（τｄｋ）を以下のとお

り設定する。 

 

ａ． 鋼板 

τｄｋ１＝Ｑｄｋ１×103／Ａｄｋ１ 

     ＝176.1×103／220×102 

    ＝8.0N/mm2 

 

ｂ． 補強鋼材 

τｄｋ２＝Ｑｄｋ２×103／Ａｄｋ２ 

     ＝62.6×103／30.59×102 

    ＝20.5N/mm2 

 

(3) アンカーボルトに作用するせん断力及び引張力 

３次元構造解析において，アンカーボルトに作用する引張力及びせん断力を表

5.6.2－1 に示す。 

 

表 5.6.2－1 アンカーボルトに作用するせん断力及び引張力 

評価対象部位 
最大引張力 

Ｔｄｋ（kN） 

最大せん断力 

Ｓｄｋ（kN） 

アンカーボルト 12.2 0.0 
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5.7 評価結果 

5.7.1 漂流物対策工（鉄筋コンクリート版） 

漂流物対策工（鉄筋コンクリート版）の耐震評価結果を表 5.7.1－1 に示す。鉄

筋コンクリート版の発生力が許容限界以下であることを確認した。 

 

表 5.7.1－1 漂流物対策工（鉄筋コンクリート版）の構造強度計算結果 

評価対象部位 発生値 許容限界 照査値 

鉄筋 

コンクリート版 

押抜き

せん断 

0.48 N/mm2 1.35 N/mm2 0.36 

0.71＊ N/mm2 1.35 N/mm2 0.53＊ 

注記＊：漂流物対策工（鉄筋コンクリート版）の端部に漂流物が衝突した場合 

 

5.7.2 漂流物対策工（鋼材） 

漂流物対策工（鋼材）の耐震評価結果を表 5.7.2－1 に示す。鋼材の発生応力度

及びアンカーボルトの発生力が許容限界以下であることを確認した。 

 

表 5.7.2－1 漂流物対策工（鋼材）の構造強度計算結果 

評価対象部位 発生値 許容限界 照査値 

鋼板 
曲げ応力度 118.5 N/mm2 210 N/mm2 0.57 

せん断応力度 8.0 N/mm2 120 N/mm2 0.07 

補強鋼材 
曲げ応力度 132.8 N/mm2 210 N/mm2 0.64 

せん断応力度 20.5 N/mm2 120 N/mm2 0.18 

アンカー 

ボルト 

引張力 12.2 kN 29.3 kN 0.42 

せん断力 0.0 kN 24.8 kN 0.00 
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（参考資料１） 耐震評価を実施する漂流物対策工の構造区分の選定について 

1. 概要

漂流物対策工について，構造的特徴及び地震応答加速度の観点から，耐震評価を行う上

で厳しい構造区分を選定している。 

本資料においては，耐震評価を実施する構造区分の選定における考え方を整理し，その

妥当性を説明する。 

2. 漂流物対策工の構造区分

漂流物対策工の構造区分を表 2－1 に，漂流物対策工の配置図を図 2－1 に，各構造区分

の構造概要図を図 2－2～図 2－8 に示す。 

漂流物対策工の構造形式は，漂流物対策工（鉄筋コンクリート版）及び漂流物対策工（鋼

材）に区分され，防波壁の形状に応じて漂流物対策工の設置高さが異なることから，それ

ぞれの構造的特徴を踏まえ，耐震評価を実施する構造区分を選定する。 

表 2－1 漂流物対策工の構造区分 

厚さ 高さ 径
標準本数

（幅1mあたり）

漂流物対策工① 鉄筋コンクリート版 防波壁（多重鋼管杭式擁壁） 50cm
6.6m

（EL 15.0m～EL 8.4m）
D16 11本

漂流物対策工② 鉄筋コンクリート版 防波壁（多重鋼管杭式擁壁） 50cm
12.8m

（EL 15.0m～EL 2.2m）
D16 23本

漂流物対策工③ 鉄筋コンクリート版 防波壁（逆Ｔ擁壁）竪壁 50cm
4.5m

（EL 15.0m～EL 10.5m）
D16 7本

漂流物対策工④ 鉄筋コンクリート版 防波壁（逆Ｔ擁壁）フーチング 50cm
－

（EL 10.0m）
D16 6本

漂流物対策工⑤ 鉄筋コンクリート版 防波壁（逆Ｔ擁壁）フーチング側壁 50cm
2.0m

（EL 10.0m～EL 8.0m）
D16 3本

漂流物対策工⑥ 鉄筋コンクリート版 防波壁（波返重力擁壁）重力擁壁 50cm
6.5m

（EL 15.0m～EL 8.5m）
D19 9本

漂流物対策工⑦ 鉄筋コンクリート版 防波壁（波返重力擁壁）重力擁壁 50cm
8.5m

（EL 15.0m～EL 6.5m）
D19 12本

漂流物対策工⑧ 鉄筋コンクリート版 防波壁（波返重力擁壁）ケーソン 50cm 14.0m＊

（EL 2.0m～EL-12.0m）
D19 17本

漂流物対策工⑨ 鋼材
防波壁（逆Ｔ擁壁）フーチング
（グラウンドアンカ設置箇所）

－ － M16 －

注記＊：ケーソンに設置する漂流物対策工のうち最大寸法を記載

名称 種別 設置箇所
鉄筋コンクリート版 アンカーボルト
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図 2－1 漂流物対策工の構造区分の配置図 

 

  

輪 谷 湾

Ｎ
漂流物対策工⑦

漂流物対策工⑥ ⑧

漂流物対策工③ ④ ⑤ ⑨ 漂流物対策工①

漂流物対策工②

漂流物対策工⑥
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図 2－2 漂流物対策工①の構造概要図 

 

 
図 2－3 漂流物対策工②の構造概要図 
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図 2－4 漂流物対策工③～⑤の構造概要図 

 

 
図 2－5 漂流物対策工⑥の構造概要図 
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図 2－6 漂流物対策工⑦の構造概要図 
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図 2－7 漂流物対策工⑧の構造概要図 

（参考）1－6
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図 2－8 漂流物対策工⑨の構造概要図 
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3. 耐震評価を実施する漂流物対策工の構造区分の選定の考え方 

漂流物対策工は，津波時において，漂流物衝突荷重を分散して防波壁に伝達し，防波壁

の局所的な損傷を防止する機能，又は漂流物をグラウンドアンカに衝突させない機能を有

する。よって，漂流物対策工の耐震評価において，地震時の慣性力により防波壁から分離

しないことを確認する必要がある。 

耐震評価を実施する漂流物対策工の構造区分の選定上の観点として，耐震評価において

主たる荷重である慣性力に着目し，漂流物対策工の構造的特徴及び地震時応答加速度を判

断項目とする。 

各観点の詳細を以下に示す。 

 

【構造的特徴】 

 漂流物対策工の種別について，構成する部材が異なり，耐震評価に影響を与える可

能性があることから，選定上の観点とする。（観点①） 

 漂流物対策工の設置位置について，海中に設置される場合，慣性力に加えて，静水

圧及び動水圧が作用し，耐震評価に影響を与える可能性があることから，選定上の

観点とする。（観点③） 

 漂流物対策工の設置方向（鉛直・水平）によって，慣性力の作用方向が異なり，耐

震評価に影響を与える可能性があることから，選定上の観点とする。（観点④） 

 漂流物対策工の厚さは，50cm で一定であるため，選定上の観点としない。 

 漂流物対策工の高さは，構造区分に応じて異なり，漂流物対策工の重量に伴い慣性

力に影響があることから，選定上の観点とする。（観点⑤） 

 漂流物対策工の鉄筋コンクリート版を支持するアンカーボルトの径及び本数につ

いて，構造区分に応じて異なり，耐震評価に影響を与えることから，選定上の観点

とする。（観点⑥） 

 

【設置される防波壁】 

 設置される防波壁の地震時応答を用いて，漂流物対策工の慣性力を算定することか

ら，選定上の観点とする。（観点②） 
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漂流物対策工の各構造区分における耐震評価の観点とする項目について，表 3－1 のと

おり整理する。 

 

表 3－1 漂流物対策工の各構造区分における耐震評価の観点とする項目 

 
  

観点① 観点② 観点③ 観点④ 観点⑤

厚さ 高さ 径
標準本数

（幅1mあたり）

漂流物対策工① 鉄筋コンクリート版 防波壁（多重鋼管杭式擁壁） 気中 鉛直 50cm 6.6m D16 11本

漂流物対策工② 鉄筋コンクリート版 防波壁（多重鋼管杭式擁壁） 気中 鉛直 50cm 12.8m D16 23本

漂流物対策工③ 鉄筋コンクリート版 防波壁（逆Ｔ擁壁）竪壁 気中 鉛直 50cm 4.5m D16 7本

漂流物対策工④ 鉄筋コンクリート版 防波壁（逆Ｔ擁壁）フーチング 気中 水平 50cm － D16 6本

漂流物対策工⑤ 鉄筋コンクリート版 防波壁（逆Ｔ擁壁）フーチング側壁 気中 鉛直 50cm 2.0m D16 3本

漂流物対策工⑥ 鉄筋コンクリート版 防波壁（波返重力擁壁）重力擁壁 気中 鉛直 50cm 6.5m D19 9本

漂流物対策工⑦ 鉄筋コンクリート版 防波壁（波返重力擁壁）重力擁壁 気中 鉛直 50cm 8.5m D19 12本

漂流物対策工⑧ 鉄筋コンクリート版 防波壁（波返重力擁壁）ケーソン 気中・海中 鉛直 50cm 14.0m D19 17本

漂流物対策工⑨ 鋼材 防波壁（逆Ｔ擁壁）グラウンドアンカ 気中 鉛直 － － M16 －

観点⑥

設置方向設置箇所名称 種別 設置位置
鉄筋コンクリート版 アンカーボルト

：耐震評価の観点とする項目
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4. 耐震評価を実施する漂流物対策工の構造区分の選定 

漂流物対策工の耐震評価においては，地震時の慣性力により防波壁から分離しないこと

を確認するため，アンカーボルトの耐力が地震時の慣性力を上回ることを確認することか

ら，アンカーボルト１本当たりの漂流物対策工の慣性力が大きい構造区分について，耐震

評価を実施する構造区分として選定する。慣性力は，表 4－1 に示す基準地震動Ｓｓによ

る水平・鉛直方向の設計震度を用いて，以下の式により算定する。なお，基準地震動Ｓｓ

による震度は，漂流物対策工を設置する防波壁の構造形式によって地震応答加速度が変わ

るため，防波壁の構造形式毎に漂流物対策工の耐震評価を実施することとし，防波壁の構

造形式毎の漂流物対策工が設置される範囲における水平方向及び鉛直方向の最大応答加

速度の加重平均値を用いて，重力加速度（9.80665m/s2）で除して設計震度を算定する。 

 

 Ｐｓｓ＝Ｗ×Ｋｓ 

ここで，Ｐｓｓ：慣性力（kN） 

Ｗ：重量（kN） 

Ｋｓ：基準地震動Ｓｓによる水平・鉛直方向の震度 

 

表 4－1 漂流物対策工の設計に用いる加速度及び設計震度 

 
 

 

 

  

（水平）

（cm/s2）

（鉛直）

（cm/s2）

漂流物対策工① 鉄筋コンクリート版 防波壁（多重鋼管杭式擁壁） 2,507 805 2.56 0.83

漂流物対策工④ 鉄筋コンクリート版 防波壁（逆Ｔ擁壁）フーチング 1,595 1,456 1.63 1.49

漂流物対策工⑤ 鉄筋コンクリート版 防波壁（逆Ｔ擁壁）フーチング側壁 1,595 1,456 1.63 1.49

漂流物対策工⑥ 鉄筋コンクリート版 防波壁（波返重力擁壁）重力擁壁 2,093 3,568 2.14 3.64

漂流物対策工⑧ 鉄筋コンクリート版 防波壁（波返重力擁壁）ケーソン 1,176 2,297 1.20 2.35

名称

加速度の加重平均値
鉛直
震度

水平
震度

設置個所種別

（参考）1－10

810



 

 

アンカーボルト１本当たりの漂流物対策工の慣性力の整理を表 4－2 に示す。 

防波壁（多重鋼管杭式擁壁）に設置する漂流物対策工のうち，漂流物対策工①における

アンカーボルト１本当たりの慣性力が大きい。 

防波壁（逆Ｔ擁壁）に設置する漂流物対策工のうち，漂流物対策工⑤におけるアンカー

ボルト１本当たりの慣性力が大きい。 

防波壁（波返重力擁壁）に設置する漂流物対策工のうち，漂流物対策工⑥におけるアン

カーボルト１本当たりの慣性力が大きい。 

なお，設置方向が水平となる漂流物対策工④，設置位置が海中となる漂流物対策工⑧及

び鋼材で構成される漂流物対策工⑨は，他構造区分と異なる構造的特徴を有するため，耐

震評価を実施する。 

 

表 4－2 アンカーボルト１本当たりの漂流物対策工の慣性力の整理 

 
 

 

  

漂流物対策工① 11 79.2 2.56 0.83 202.8 65.7 18.5 6.0

漂流物対策工② 23 156 2.56 0.83 399.4 129.5 17.4 5.7

漂流物対策工③ 7 54 1.63 1.49 88.0 80.5 12.6 11.5

漂流物対策工⑤ 3 24 1.63 1.49 39.1 35.8 13.1 12.0

漂流物対策工⑥ 9 78 2.14 3.64 166.9 283.9 18.6 31.6

漂流物対策工⑦ 12 102 2.14 3.64 218.3 371.3 18.2 31.0

アンカーボルト
1本当たりの

慣性力（鉛直）

Ｐｓｓｖ／Ｎ

（kN/本）

防波壁（逆Ｔ擁壁）

防波壁（波返重力擁壁）

設計震度

Ｋｓｈ

（水平）

設計震度

Ｋｓｖ

（鉛直）

慣性力

Ｐｓｓｈ

（水平）

設置箇所 名称
重量Ｗ

（幅1m当たり）
(kN)

アンカーボルト
標準本数Ｎ

（幅1m当たり）
（本）

アンカーボルト
1本当たりの

慣性力（水平）

Ｐｓｓｈ／Ｎ

（kN/本）

防波壁（多重鋼管杭式擁壁）

慣性力

Ｐｓｓｖ

（鉛直）
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5. 耐震評価を実施する漂流物対策工の構造区分の選定結果 

耐震評価を実施する漂流物対策工の構造区分の選定結果を表 5－1 に示す。 

 

表 5－1 耐震評価を実施する漂流物対策工の構造区分の選定結果 

 
 

厚さ 高さ 径
標準本数

（幅1mあたり）

漂流物対策工① 鉄筋コンクリート版 防波壁（多重鋼管杭式擁壁） 50cm
6.6m

（EL 15.0m～EL 8.4m）
D16 11本 ○

防波壁（多重鋼管杭式擁壁）に設置する漂流物対策
工のうち，アンカーボルト１本当たりの慣性力が大
きいことから，評価対象に選定する。

漂流物対策工② 鉄筋コンクリート版 防波壁（多重鋼管杭式擁壁） 50cm
12.8m

（EL 15.0m～EL 2.2m）
D16 23本

防波壁（多重鋼管杭式擁壁）に設置する漂流物対策
工のうち，漂流物対策工①と比較して，アンカーボ
ルト１本当たりの慣性力が小さいことから，漂流物
対策工①に代表させる。

漂流物対策工③ 鉄筋コンクリート版
防波壁（逆Ｔ擁壁）
竪壁

50cm
4.5m

（EL 15.0m～EL 10.5m）
D16 7本

防波壁（逆Ｔ擁壁）に設置する漂流物対策工のう
ち，漂流物対策工⑤と比較して，アンカーボルト１
本当たりの慣性力が小さいことから，漂流物対策工
⑤に代表させる。

漂流物対策工④ 鉄筋コンクリート版
防波壁（逆Ｔ擁壁）
フーチング

50cm
－

（EL 10.0m）
D16 6本 ○ 設置方向が水平のため，評価対象に選定する。

漂流物対策工⑤ 鉄筋コンクリート版
防波壁（逆Ｔ擁壁）
フーチング側壁

50cm
2.0m

（EL 10.0m～EL 8.0m）
D16 3本 ○

防波壁（逆Ｔ擁壁）に設置する漂流物対策工のう
ち，アンカーボルト１本当たりの慣性力が大きいこ
とから，評価対象に選定する。

漂流物対策工⑥ 鉄筋コンクリート版
防波壁（波返重力擁壁）
重力擁壁

50cm
6.5m

（EL 15.0m～EL 8.5m）
D19 9本 ○

防波壁（波返重力擁壁）に設置する漂流物対策工の
うち，アンカーボルト１本当たりの慣性力が大きい
ことから，評価対象に選定する。

漂流物対策工⑦ 鉄筋コンクリート版
防波壁（波返重力擁壁）
重力擁壁

50cm
8.5m

（EL 15.0m～EL 6.5m）
D19 12本

防波壁（波返重力擁壁）に設置する漂流物対策工の
うち，漂流物対策工⑥と比較して，アンカーボルト
１本当たりの慣性力が小さいことから，漂流物対策
工⑥に代表させる。

漂流物対策工⑧ 鉄筋コンクリート版
防波壁（波返重力擁壁）
ケーソン

50cm 14.0m＊

（EL 2.0m～EL-12.0m）
D19 17本 ○ 設置位置が海中のため，評価対象に選定する。

漂流物対策工⑨ 鋼材
防波壁（逆Ｔ擁壁）
フーチング
（グラウンドアンカ設置箇所）

－ － M16 － ○ 鋼材で構成されるため，評価対象に選定する。

注記＊：ケーソンに設置する漂流物対策工のうち最大寸法を記載

選定理由名称 種別 設置箇所
鉄筋コンクリート版 アンカーボルト

評価対象

：耐震評価を実施する構造区分
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（参考資料２） アンカーボルトの許容限界について 

1. 許容限界の設定方法

防波壁に設置する漂流物対策工に用いるアンカーボルトを表 1－1 に示す。

アンカーボルトの許容限界は「各種合成構造設計指針・同解説（日本建築学会，2010 年）」

の接着系アンカーボルトの設計に基づき，以下のとおり設定する。 

表 1－1 流物対策工に用いるアンカーボルト 

設置箇所 
アンカーボルト

仕様 

漂流物対策工 

（鉄筋コンクリート版） 

防波壁 

（多重鋼管杭式擁壁） 

SD345 

（D16） 

防波壁 

（逆Ｔ擁壁） 

SD345 

（D16） 

防波壁 

（波返重力擁壁） 

SD345 

（D19） 

防波壁 

（波返重力擁壁）ケーソン 

SD345 

（D19） 

漂流物対策工（鋼材） 
SS400 

（M16） 
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1.1 許容引張力ｐa の算定 

接着系アンカーボルト１本当たりの許容引張力ｐa は，以下で算定されるアンカーボ

ルトの降伏により決まる場合のアンカーボルト１本当たりの許容引張力ｐa1，コーン状

破壊により決まる場合のアンカーボルト 1 本当たりの許容引張力ｐa2，及びアンカーボ

ルトの付着力により決まる場合のアンカーボルト１本当たりの許容引張力ｐa3のうち小

さい値とする。 
 

ｐa1＝φ1・sσpa・scａ 

ｐa2＝φ2・cσt・Ａc 

ｐa3＝φ3・τa・π・ｄa・ｌce 

τa ＝α1・α2・α3・τbavg 

αn ＝0.5(ｃn/ｌe)＋0.5 

Ａc ＝π・ｌe・(ｌe＋ｄa) 

 

ただし，(ｃn/ｌe)≧1.0 の場合は(ｃn/ｌe)＝1.0，ｌe≧10ｄa の場合はｌe＝10ｄa

とする。 

 

ここで， 

ｐa1    ：接着系アンカーボルトの降伏により決まる場合のアンカー 

ボルト１本当たりの許容引張力（kN） 

ｐa2    ：定着したコンクリート躯体のコーン状破壊により決まる場  

合の接着系アンカーボルト 1 本当たりの許容引張力（kN） 

    ｐa3    ：接着系アンカーボルトの付着力により決まる場合のアンカ

ーボルト１本当たりの許容引張力（kN） 

     φ1，φ2，φ3 ：低減係数で表 1.1－1 の値を用いる 

sσpa   ：接着系アンカーボルトの規格降伏点強度（N/mm2） 

scａ    ：接着系アンカーボルトの断面積（mm2） 

cσt     ：コーン状破壊に対するコンクリートの引張強度で，0.31√Fc 

とする。（N/mm2） 

Ｆc    ：コンクリートの設計基準強度（N/mm2） 

Ａc    ：コーン状破壊面の有効水平投影面積（mm2） 

ｄa     ：接着系アンカーボルトの径（mm） 

ｌce     ：接着系アンカーボルトの強度算定用埋込み長さで， 

ｌce＝ｌe－2ｄa とする（mm） 

ｌe    ：接着系アンカーボルトの有効埋込み長さ（mm） 

τa     ：接着系アンカーボルトの引張力に対する付着強度（N/mm2） 

αn      ：付着強度の低減係数（ｎ＝1,2,3） 

     τbavg    ：接着系アンカーボルトの基本平均付着強度で表 1.1－2 か

ら保守的に無機系の値を用いる（N/mm2） 

ｃn      ：へりあき寸法，又は，アンカーボルトピッチ a の 1/2 で 

     ｃn＝ａn/2（n＝1～3）とする（mm） 
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表 1.1－1 低減係数 

 φ1 φ2 φ3 

長期荷重用 2/3 1/3 1/3 

短期荷重用 1.0 2/3 2/3 

 

表 1.1－2 接着系アンカーボルトの基本平均付着強度 

 
カプセル方式 注入方式 

有機系 無機系 有機系 

普通コンクリート 10√Fc/21 5√Fc/21 7√Fc/21 

軽量コンクリート 8√Fc/21 4√Fc/21 5.6√Fc/21 
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1.2 許容せん断力ｑa の算定 

接着系アンカーボルト１本当たりの許容せん断力ｑ a は，以下で算定されるア

ンカーボルトのせん断強度により決まる場合のアンカーボルト１本当たりの許

容せん断力ｑ a1，支圧強度により決まる場合のアンカーボルト１本当たりの許容

せん断力ｑ a 2,及びコーン状破壊により決まる場合のアンカーボルト１本当たり

の許容せん断力ｑ a3 のうちいずれか小さい値とする。  

 

ｑa1＝φ1・sσqa・scａ 

ｑa2＝φ2・cσqa・scａ 

ｑa3＝φ2・cσt・Ａqc 

 

ここで， 

ｑa1    ：接着系アンカーボルトのせん断強度により決まる場合のア 

ンカーボルト１本当たりの許容せん断力（kN） 

ｑa2     ：定着した躯体の支圧強度により決まる場合の接着系アンカ 

ーボルト１本当たりの許容せん断力（kN） 

    ｑa3     ：定着した躯体のコーン状破壊により決まる場合の接着系ア 

ンカーボルト１本当たりの許容せん断力（kN） 

φ1，φ2  ：低減係数で表 1.1－1 の値を用いる 

sσqa    ：接着系アンカーボルトのせん断強度で，規格降伏点強度× 

0.7 とする（N/mm2） 

scａ    ：接着系アンカーボルトの断面積（mm2） 

cσqa    ：コンクリートの支圧強度で，0.5√Fc・Ecとする（N/mm2） 

cσt     ：コーン状破壊に対するコンクリートの引張強度で，0.31√Fc 

とする。（N/mm2） 

    Ｆc    ：コンクリートの設計基準強度（N/mm2） 

Ｅc   ：コンクリートのヤング係数（N/mm2） 

Ａqc    ：せん断力に対するコーン状破壊面の有効投影面積で， 

0.5πｃ2とする（mm2） 

ｃ     ：へりあき寸法（mm） 
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2. 評価条件 

アンカーボルトの許容限界の評価に用いる入力値を表 2－1 に示す。 

 

表 2－1(1) アンカーボルトの許容限界の評価に用いる入力値 

（防波壁（多重鋼管杭式擁壁），防波壁（逆Ｔ擁壁）） 

記号 単位 定義 入力値 

φ1 － 低減係数 1 

sσpa N/mm2 接着系アンカーボルトの規格降伏点強度 345 

scａ mm2 接着系アンカーボルトの断面積 198.6 

φ2 － 低減係数 2/3 

cσt N/mm2 コーン状破壊に対するコンクリートの引張強度 1.52 

Ａc mm2 コーン状破壊面の有効水平投影面積 242509 

φ3 － 低減係数 2/3 

τa N/mm2 接着系アンカーボルトの引張力に対する付着強度 5.35 

ｄa mm 接着系アンカーボルトの径 15.9 

ｌce mm 接着系アンカーボルトの強度算定用埋込み長さ 238 

ｌe mm 接着系アンカーボルトの有効埋込み長さ 270 

α1 － 付着強度の低減係数 1 

α2 － 付着強度の低減係数 1 

α3 － 付着強度の低減係数 1 

τbavg N/mm2 接着系アンカーボルトの基本平均付着強度 5.35 

Ｆc N/mm2 コンクリートの設計基準強度 24 

ｃ1 mm へりあき寸法，又は，アンカーボルトピッチ a の 1/2 300 

ｃ2 mm へりあき寸法，又は，アンカーボルトピッチ a の 1/2 300 

ｃ3 mm へりあき寸法，又は，アンカーボルトピッチ a の 1/2 － 

sσqa N/mm2 接着系アンカーボルトのせん断強度 241.5 

cσqa N/mm2 コンクリートの支圧強度 387.3 

Ｅc N/mm2 コンクリートのヤング係数 25000 

Ａqc mm2 せん断力に対するコーン状破壊面の有効投影面積 141372 
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表 2－1(2) アンカーボルトの許容限界の評価に用いる入力値 

（防波壁（波返重力擁壁）） 

記号 単位 定義 入力値 

φ1 － 低減係数 1 

sσpa N/mm2 接着系アンカーボルトの規格降伏点強度 345 

scａ mm2 接着系アンカーボルトの断面積 286.5 

φ2 － 低減係数 2/3 

cσt N/mm2 コーン状破壊に対するコンクリートの引張強度 1.52 

Ａc mm2 コーン状破壊面の有効水平投影面積 340901 

φ3 － 低減係数 2/3 

τa N/mm2 接着系アンカーボルトの引張力に対する付着強度 5.35 

ｄa mm 接着系アンカーボルトの径 19.1 

ｌce mm 接着系アンカーボルトの強度算定用埋込み長さ 282 

ｌe mm 接着系アンカーボルトの有効埋込み長さ 320 

α1 － 付着強度の低減係数 1 

α2 － 付着強度の低減係数 1 

α3 － 付着強度の低減係数 1 

τbavg N/mm2 接着系アンカーボルトの基本平均付着強度 5.35 

Ｆc N/mm2 コンクリートの設計基準強度 24 

ｃ1 mm へりあき寸法，又は，アンカーボルトピッチ a の 1/2 350 

ｃ2 mm へりあき寸法，又は，アンカーボルトピッチ a の 1/2 350 

ｃ3 mm へりあき寸法，又は，アンカーボルトピッチ a の 1/2 － 

sσqa N/mm2 接着系アンカーボルトのせん断強度 241.5 

cσqa N/mm2 コンクリートの支圧強度 387.3 

Ｅc N/mm2 コンクリートのヤング係数 25000 

Ａqc mm2 せん断力に対するコーン状破壊面の有効投影面積 192423 
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表 2－1(3) アンカーボルトの許容限界の評価に用いる入力値 

（防波壁（波返重力擁壁（ケーソン）） 

記号 単位 定義 入力値 

φ1 － 低減係数 1 

sσpa N/mm2 接着系アンカーボルトの規格降伏点強度 345 

scａ mm2 接着系アンカーボルトの断面積 286.5 

φ2 － 低減係数 2/3 

cσt N/mm2 コーン状破壊に対するコンクリートの引張強度 1.52 

Ａc mm2 コーン状破壊面の有効水平投影面積 452286 

φ3 － 低減係数 2/3 

τa N/mm2 接着系アンカーボルトの引張力に対する付着強度 4.54＊ 

ｄa mm 接着系アンカーボルトの径 19.1 

ｌce mm 接着系アンカーボルトの強度算定用埋込み長さ 332 

ｌe mm 接着系アンカーボルトの有効埋込み長さ 370 

α1 － 付着強度の低減係数 1 

α2 － 付着強度の低減係数 1 

α3 － 付着強度の低減係数 1 

τbavg N/mm2 接着系アンカーボルトの基本平均付着強度 5.35 

Ｆc N/mm2 コンクリートの設計基準強度 24 

ｃ1 mm へりあき寸法，又は，アンカーボルトピッチ a の 1/2 370 

ｃ2 mm へりあき寸法，又は，アンカーボルトピッチ a の 1/2 370 

ｃ3 mm へりあき寸法，又は，アンカーボルトピッチ a の 1/2 － 

sσqa N/mm2 接着系アンカーボルトのせん断強度 241.5 

cσqa N/mm2 コンクリートの支圧強度 387.3 

Ｅc N/mm2 コンクリートのヤング係数 25000 

Ａqc mm2 せん断力に対するコーン状破壊面の有効投影面積 215042 

注記＊：エポキシ樹脂塗装鉄筋を用いるため，「エポキシ樹脂塗装鉄筋を用いる鉄筋コン

クリートの設計施工指針〔改訂版〕（土木学会，2003 年）」に基づき，付着強度を 85％に

減じる。 
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表 2－1(4) アンカーボルトの許容限界の評価に用いる入力値 

（漂流物対策工（鋼材）） 

記号 単位 定義 入力値 

φ1 － 低減係数 1 

sσpa N/mm2 接着系アンカーボルトの規格降伏点強度 235 

scａ mm2 接着系アンカーボルトの断面積 157.0 

φ2 － 低減係数 2/3 

cσt N/mm2 コーン状破壊に対するコンクリートの引張強度 1.52 

Ａc mm2 コーン状破壊面の有効水平投影面積 46558 

φ3 － 低減係数 2/3 

τa N/mm2 接着系アンカーボルトの引張力に対する付着強度 10.69 

ｄa mm 接着系アンカーボルトの径 16 

ｌce mm 接着系アンカーボルトの強度算定用埋込み長さ 82 

ｌe mm 接着系アンカーボルトの有効埋込み長さ 114 

α1 － 付着強度の低減係数 1 

α2 － 付着強度の低減係数 1 

α3 － 付着強度の低減係数 1 

τbavg N/mm2 接着系アンカーボルトの基本平均付着強度 10.69 

Ｆc N/mm2 コンクリートの設計基準強度 24 

ｃ1 mm へりあき寸法，又は，アンカーボルトピッチ a の 1/2 125 

ｃ2 mm へりあき寸法，又は，アンカーボルトピッチ a の 1/2 175 

ｃ3 mm へりあき寸法，又は，アンカーボルトピッチ a の 1/2 275 

sσqa N/mm2 接着系アンカーボルトのせん断強度 164.5 

cσqa N/mm2 コンクリートの支圧強度 387.3 

Ｅc N/mm2 コンクリートのヤング係数 25000 

Ａqc mm2 せん断力に対するコーン状破壊面の有効投影面積 24544 
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3. 許容限界の計算 

「1.1 引張力」及び「1.2 せん断力」で表される許容限界の評価式に，表 2－1 のア

ンカーボルトの許容限界の評価に用いる入力値を代入して,算定した各アンカーボルトの

許容限界値を算定する。 

 

接着系アンカーボルトの降伏により決まる場合のアンカーボルト１本当たりの許容

引張力ｐa1 を以下に示す。 

 

【防波壁（多重鋼管杭式擁壁），防波壁（逆Ｔ擁壁）】 

ｐa1＝φ1・sσpa・scａ 

＝1・345・198.6 

＝68.5（kN） 

 

【防波壁（波返重力擁壁）】 

ｐa1＝φ1・sσpa・scａ 

    ＝1・345・286.5 

    ＝98.8（kN） 

 

【防波壁（波返重力擁壁（ケーソン））】 

ｐa1＝φ1・sσpa・scａ 

    ＝1・345・286.5 

    ＝98.8（kN） 

 

【漂流物対策工（鋼材）】 

ｐa1＝φ1・sσpa・scａ 

    ＝1・235・157.0 

    ＝36.8（kN） 
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接着系アンカーボルトのコーン状破壊により決まる場合のアンカーボルト１本当た

りの許容引張力ｐa2 を以下に示す。 

 

【防波壁（多重鋼管杭式擁壁），防波壁（逆Ｔ擁壁）】 

ｐa2＝φ2・cσt・Ａc 

＝(2/3)・1.52・242509 

＝245（kN） 

 

【防波壁（波返重力擁壁）】 

ｐa2＝φ2・cσt・Ａc 

    ＝(2/3)・1.52・340901 

    ＝345（kN） 

 

【防波壁（波返重力擁壁（ケーソン））】 

ｐa2＝φ2・cσt・Ａc 

    ＝(2/3)・1.52・452286 

    ＝457（kN） 

 

【漂流物対策工（鋼材）】 

ｐa2＝φ2・cσt・Ａc 

    ＝(2/3)・1.52・46558 

    ＝47（kN） 
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接着系アンカーボルトの付着力により決まる場合のアンカーボルト１本当たりの許

容引張力ｐa3を以下に示す。 

 

【防波壁（多重鋼管杭式擁壁），防波壁（逆Ｔ擁壁）】 

ｐa3＝φ3・τa・π・ｄa・ｌce 

    ＝(2/3)・5.35・3.14・15.9・238 

    ＝42.3（kN）  

 

【防波壁（波返重力擁壁）】 

ｐa3＝φ3・τa・π・ｄa・ｌce 

    ＝(2/3)・5.35・3.14・19.1・282 

    ＝60.2（kN） 

 

【防波壁（波返重力擁壁（ケーソン））】 

ｐa3＝φ3・τa・π・ｄa・ｌce 

    ＝(2/3)・4.54・3.14・19.1・332 

    ＝60.2（kN） 

 

【漂流物対策工（鋼材）】 

ｐa3＝φ3・τa・π・ｄa・ｌce 

    ＝(2/3)・10.69・3.14・16・82 

    ＝29.3（kN） 
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接着系アンカーボルトのせん断強度により決まる場合のアンカーボルト１本当たり

の許容せん断力ｑa1 を以下に示す。 

 

【防波壁（多重鋼管杭式擁壁），防波壁（逆Ｔ擁壁）】 

ｑa1＝φ1・sσqa・scａ  

    ＝1・241.5・198.6 

    ＝47.9（kN） 

 

【防波壁（波返重力擁壁）】 

ｑa1＝φ1・sσqa・scａ 

    ＝1・241.5・286.5 

    ＝69.1（kN） 

 

【防波壁（波返重力擁壁（ケーソン））】 

ｑa1＝φ1・sσqa・scａ 

    ＝1・241.5・286.5 

    ＝69.1（kN） 

 

【漂流物対策工（鋼材）】 

ｑa1＝φ1・sσqa・scａ 

    ＝1・164.5・157 

    ＝25.8（kN） 

 

 

  

（参考）2－12

824



 

 

定着した躯体の支圧強度により決まる場合の接着系アンカーボルト１本当たりの許

容せん断力ｑa2 を以下に示す。 

 

【防波壁（多重鋼管杭式擁壁），防波壁（逆Ｔ擁壁）】 

ｑa2＝φ2・cσqa・scａ 

    ＝(2/3)・387.3・198.6 

    ＝51.2（kN） 

 

【防波壁（波返重力擁壁）】 

ｑa2＝φ2・cσqa・scａ 

    ＝(2/3)・387.3・286.5 

    ＝73.9（kN） 

 

【防波壁（波返重力擁壁（ケーソン））】 

ｑa2＝φ2・cσqa・scａ 

    ＝(2/3)・387.3・286.5 

    ＝73.9（kN） 

 

【漂流物対策工（鋼材）】 

ｑa2＝φ2・cσqa・scａ 

    ＝(2/3) ・387.3・157.0 

    ＝40.5kN 
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定着した躯体のコーン状破壊により決まる場合の接着系アンカーボルト１本当たり

の許容せん断力ｑa3 を以下に示す。 

 

【防波壁（多重鋼管杭式擁壁），防波壁（逆Ｔ擁壁）】 

ｑa3＝φ2・cσt・Ａqc 

    ＝(2/3)・1.52・141372 

    ＝143.1（kN） 

 

【防波壁（波返重力擁壁）】 

ｑa3＝φ2・cσt・Ａqc 

    ＝(2/3)・1.52・192423 

    ＝194.8（kN） 

 

【防波壁（波返重力擁壁（ケーソン））】 

ｑa3＝φ2・cσt・Ａqc 

    ＝(2/3)・1.52・215042 

    ＝217.7（kN） 

 

【漂流物対策工（鋼材）】 

ｑa3＝φ2・cσt・Ａqc 

    ＝(2/3)・1.52・24544 

    ＝24.8（kN） 
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4. アンカーボルトの許容限界 

「3. 許容限界の計算」で算定したアンカーボルトの許容限界値のうち最小値を，漂

流物対策工の耐震評価及び強度評価におけるアンカーボルトの許容限界として設定す

る。 

アンカーボルトの許容限界を表 4－1 に示す。 

 

表 4－1 アンカーボルトの許容限界 

評価対象部位 材質 
許容引張力(kN/本) 

【最小値のケース】 

許容せん断力(kN/本) 

【最小値のケース】 

アンカー 

ボルト 

防波壁 

（多重鋼管杭式擁壁） 

SS400 

（D16） 

42.3 

【ｐa3】 

47.9 

【ｑa1】 

防波壁 

（逆Ｔ擁壁） 

SS400 

（D16） 

42.3 

【ｐa3】 

47.9 

【ｑa1】 

防波壁 

（波返重力擁壁） 

SS400 

（D19） 

60.2 

【ｐa3】 

69.1 

【ｑa1】 

防波壁 

（波返重力擁壁）ケーソン 

SS400 

（D19） 

60.2 

【ｐa3】 

69.1 

【ｑa1】 

漂流物対策工 

（鋼材） 

SS400 

（M16） 

29.3 

【ｐa3】 

24.8 

【ｑa3】 
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（参考資料３） 漂流物対策工の施工方法について 

漂流物対策工（鉄筋コンクリート版）は，防波壁の前面に目地材及びアンカーボルトを

配置し，厚さ 50cm の鉄筋コンクリート版を設置する。防波壁（波返重力擁壁）を例とし

て，漂流物対策工(鉄筋コンクリート版)の施工ステップ図を図１に示す。 

図１ 漂流物対策工の施工ステップ図 

（例：防波壁（波返重力擁壁）） 
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